中国の物流産業の発展に関する研究 ～保税物流園区の発展に関する研究を中心に～ by 袁 美慧
２０１０年度（９月修了） 
早稲田大学大学院商学研究科 
 
 
修  士  論  文 
 
 
 題   目 
 
       中国の物流産業の発展に関する研究                    
        ～保税物流園区の発展に関する研究を中心に～              
                                            
 
 
 
 
 
 研究指導  貿易経営            
 
 指導教員  椿 弘次先生           
 
 学籍番号  ３５０８１００３         
 
 氏    名  袁 美慧             
 1
概 要 書 
1978 年に中国では「改革開放」政策が実施され、特に９０年代以来社会主義市場経
済政策が実施されてから、経済は急速に発展してきた。２０００年代に入り、中国の
GDP が年平均８～９％の伸び率で推移し、２００１年から２００６年までの間、国際貿
易額は４倍弱、国内小売総額も 78.6%増えた。急速に発展してきた中国経済はその物流
市場規模をますます拡大させ、物流が生み出す付加価値も年率１０％以上の成長を続
けている。特に２００７年は対前年比 18.8%の伸びを示し、１兆 6,800 億元（約２５兆
２千億円）となり、GDP への寄与度は 6.8％となっている。「社会物流総額」は２００
７年は２０００年の 4.4 倍で、２００６年より２５％増の 74.8 兆元となり、２００８
年は２００７年より 18.1%増の 88.8 兆元となっている。 
この状況に応じて、１９９０年代後半から、中国政府は国内の物流インフラを整備、
構築に本格的に力を入れ始めた。しかも、外資や民間資本の導入も進められ、中国の
物流インフラは急速に改善されてきている。 
中国の物流産業は発展する過程で、物流事業者の育成および近代的な物流施設の整
備が、大きなテーマとなっている。特に、国際物流の発達手段として重要な役割を果
たすのは保税物流園区である。 
本論文はまず全面的に中国物流産業の発展に関して論述する。中国で「改革開放」
政策が実施される前、物流は社会主義統制経済のもとで、当時の中央政府の商業部と
物資部によって統制されていた。「改革開放」政策が実施された以降、国家は物流に対
する統制を減らし、企業経営の物流企業が出現し、市場メカニズムの機能の下におい
て効率化を図る考え方が浸透した。また、その時期、中国の国内及び国際貿易が急激
に拡大した。それに応じて、中国の物流インフラも急速に整備されてきた。１９９６
年に比べ、２００６年に高速道路が 13.3 倍、鉄道が 1.2 倍、水運が 1.1 倍、航空が 1.8
倍急速に進んでいる。また、外資系物流企業は中国の物流産業の発展の過程で大きな
役割を果たしていた。そのため、外資系物流企業が中国に進出してきた歴史、現状、
進出する方式、ＷＴＯ加盟後外資系物流企業に対する規制の緩和、外資系物流企業の
中国進出の際に直面する問題などについても考察した。 
本論文は中国の保税物流園区の発展を中心に論じた。第二章はまず日本と中国の保
税地域を紹介し、日本と中国の保税地域を比較することを通じて、中国の保税地域に
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存在する問題を指摘し、中国の保税地域はどのように発展すべきなのかについて提言
をした。また、保税物流園区にかかわる増値税の仕組み、保税物流園区の設立の背景
および目的、行える業務、主な機能と特徴、園区の設立状況と分布などの保税物流園
区の概況を紹介し、保税物流園区の優位性を論じる。そして、中国の上海外高橋保税
物流園区の事例を通じて、入居している物流事業者の視点から保税物流園区に対して
評価した。最後、日本通運の上海外高橋保税物流園区に進出する事例を通じて、企業
が保税物流園区に拠点を設立した理由にも触れた。 
第三章は、企業はどのように保税物流園区を利用しているのかという視点から保税
物流園区を活用した海外から中国に輸入するための保税在庫、海外に輸出するための
在庫・混載、みなし輸出入取引の三つの代表的な取引スキームを論じた。現段階では
最も多く見られるのはみなし輸出入取引である。なぜならば、貨物を園区内へ搬入し
ただけで輸出と見なされ、増値税の還付が可能になる保税物流園区の一番大きな特徴
を利用するためである。そして、具体的な例を挙げて、企業はどのように保税物流園
区を利用して、キャッシフローを改善するのかなどを考察した。 
第四章は企業と政府の各自の視点から、保税物流園区を評価した。メリットは何な
のか、問題点はどこに存在するのか及び今後の展望などについて検討した。増値税の
即時還付は企業にとって一番大きなメリットと思われる。従来、企業は増値税の発生
を回避するため、貨物をいったん香港に輸出し、再び輸入するという「香港一日遊」
の方式を行っていた。保税物流園区を利用すれば、貨物が区内に搬入された時点で輸
出とみなされるため､直ちに増値税の還付が受けられる｡これにより、輸送コストと時
間を節約することができる。保税物流園区の評価については、保税物流園区が設置さ
れて以来、確かに国際的な物流企業を誘致し、中国の物流産業の発展を促進した。し
かし、保税物流園区の本来想定された役割を十分に果たしていないため、将来、政府
により制度が見直され、企業に多く利用される増値税の即時還付のメリットを享受で
きなくなる可能性があると思う。保税区、保税物流園区、保税港区などの保税地域に
対する政策はどのように変わるかについてはまた不明の部分が多く、企業にとって不
透明なリスクが大きいという問題がある。 
終章は全体的に中国の物流産業が現在直面している諸問題、中国の物流産業発展に
対する展望に触れた。中国の物流産業が発展する過程で、企業の物流に対する認識と
知識の欠如、専門の物流人材の不足、政府の体制の不完備、不健全な競争、物流コス
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トの高さなどの様々な問題が存在している。それに対して、将来中国の物流産業はど
のように発展していくのかを筆者は中国の物流業者、物流コスト、物流インフラなど
の面で展望した。 
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はじめに 
 
1978 年に中国では「改革開放」政策が実施され、特に９０年代以来社会主義市場経
済政策が実施されてから、中国の経済は急速に発展してきたことに伴って、中国の国
内及び国際貿易が急激に拡大し、中国の物流産業も急速に発展してきた。中国の物流
産業発展の過程で、国際物流の発達手段として重要な役割を果たすのは保税物流園区
である。本論文は主に保税物流園区が中国の物流産業発展の過程で、どのような役割
を果たしているのか、また、企業はどのように保税物流園区を利用し、キャッシフロ
ーを改善するのかを考察した。 
改革開放政策が実施されてから、輸出促進と技術導入のため、主に沿海地域を中心
に保税区、輸出加工区、保税物流園区、保税港区などの様々な保税地域が設置された。
これらの地域内は外国扱いとなるため、関税が未済のままで貨物を区域内に入れるこ
とが可能であり、多くの外資企業を誘致し、中国の経済発展を促進したと言える。保
税物流園区は、保税区と輸出加工区の機能を合わせた保税地域である。中国物流産業
発展の過程で、国際物流の発達手段として保税物流園区は重要な役割を果たしている。 
また、企業は保税物流園区を活用し、海外から中国に輸入するための保税在庫、海
外に輸出するための在庫・混載、みなし輸出入取引の三つの代表的な取引スキームが
ある。現段階では最も多く見られるのはみなし輸出入取引である。なぜならば、貨物
を園区内へ搬入しただけで輸出と見なされ、増値税の還付が可能になる保税物流園区
の一番大きな特徴を利用するためである。具体的な例を挙げて、企業はどのように保
税物流園区を利用して、キャッシフローを改善するのかなどを考察した。 
ただ、保税物流園区の本来想定された役割を十分に果たしていないため、将来政府
により制度が見直されて、企業に多く利用される増値税の即時還付のメリットを享受
できなくなる可能性があると思う一方、保税物流園区は過渡的になり、総合保税区に
なる可能性が高いと思う。 
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第1章 中国物流産業の発展 
 
第 1 節 中国物流産業発展の歴史及び現状 
1. 中国物流産業発展の歴史 
（１）物流概念の導入 
中国で「物流」の概念が導入されたのは 1978 年に「改革開放」政策が実施されてか
らである。1979 年、日本で開催された「第 3 回国際物流会議」に参加した「中国物質
経済学会」のメンバーが、「物流」を中国国内で紹介したのが始めである1。一般に浸
透したのは、大体１０年後の１９９０年代に入ってからである。 
「改革開放」政策が実施される前、物流は社会主義統制経済のもとで、当時の中央
政府の商業部と物資部によって統制されていた。主に商業部が管轄している消費財の
物流を「商品流通」、物資部が管轄している生産財の物流を「物資流通」と呼んでいた。
この時期の物流企業は国営企業であり、いずれも企業経営の管理対象でなく、国家統
制経済システム2の一機能を果たしていた。 
「改革開放」政策が実施されて以降、国家は物流に対する統制を減らし、企業経営
の物流企業が出現し、市場メカニズムの機能の下において効率化を図る考え方が浸透
した。また、その時期、中国の国内及び国際貿易が急激に拡大し、国内および国際物
流のシステム化の重要性がだんだん認識されてきた。 
市場を仲介役とした物流システムの構築が目指されるようになったのは９０年代の
「社会主義市場経済3」が提出されてからである。１９９２年商業部が作成した「商品
物流センター建設に関する意見」において「物流」という言葉を初めて使用したと言
われている。２００１年３月１日に、国家経済貿易委員会、鉄道部、交通部、情報産
業部、対外貿易経済協力部（商務部）、中国民用航空総局（交通運送部）は「わが国現
                                                  
1 出所：日通総合研究所 『実務担当者のための最新中国物流』 2008 年 9 月 ｐ123 
2 企業が生産した製品を国家が管理し、生産財と消費財をそれぞれのルールで配分する仕組み
である。 
3 社会主義市場経済（socialist market economy）とは市場経済を通じて社会主義を実現する
と規定され、経済の活性化を図るという体制を指す。 
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代物流発展に関する若干意見」4を発表し、中国物流分野の対外開放を加速させる政策
方針を含む物流産業の強化を指示した。これは中国初の「総合物流施策大綱」に相当
する政策と見なされている。その後、物流関連インフラの改善および「現代物流」と
いう概念の浸透から、２００４年８月１日に、国家発展改革委員会を筆頭に、商務部、
公安部、鉄道部、交通部、税関総署、国家税務総局、中国民用航空総局、国家工商行
政管理総局が再び共同で「わが国現代物流業発展の促進に関する若干の意見」5（日本
の「新総合物流施策大綱」に相当）を発表し、物流の発展のためより詳しい支援策を
提出した。それに伴い、２００７年に改訂された「外商投資産業指導目録」において、
「産業別外資投資奨励リスト」のカテゴリーに「現代物流」の項目が新たに追加され
た。 
 
（２）物流市場の拡大 
中国では「改革開放」政策が実施され、特に９０年代以来社会主義市場経済政策が
実施されてから、中国の迅速的な経済発展は中国の物流市場規模をますます拡大させ
ている。２０００年代に入り、中国のGDPが年平均８～９％の伸び率で推移しているの
に伴って、物流が生み出す付加価値も年率１０％以上の成長を続けている。特に２０
０７年は対前年比 18.8%の伸びを示し、１兆 6,800 億元（約２５兆２千億円）となり、
GDPへの寄与度は 6.8％となっている。「社会物流総額6」は２００７年は２０００年の
4.4 倍で、２００６年より２５％増の 74.8 兆元となり、２００８年は２００７年より
18.1%増の88.8兆元となっている。更に２０１０年には９０兆元になると予測される。
7
 
2. 中国物流産業発展の現状 
（１）中国の物流インフラの状況 
中国の急速な経済発展に伴い、貨物取扱量も急速に増加してきた。それに応じて、
中国の物流インフラも急速に整備されてきた。１９９６年に比べ、２００６年に高速
                                                  
4 具体的な内容は添付資料１を参考してください。 
5 具体的な内容は添付資料２を参考してください。 
6 社会物流総額とは物流企業によって取り扱われる貨物の総金額である。中国で毎年の数
値を公表している。 
7 出所：日通総合研究所 『実務担当者のための最新中国物流』 2008 年 9 月 ｐ１２６ 
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道路が 13.3 倍、鉄道が 1.2 倍、水運が 1.1 倍、航空が 1.8 倍急速に進んでいる。 
１）鉄道輸送 
中国は国土が広いため、鉄道輸送は中国の全国ネットで長距離貨物運送を担う唯一
の運送モードである。鉄道がエネルギーや原材料など運賃負担力の低い貨物の長距離
輸送において大きな役割を果たしている。石炭、穀物、鉄鋼などの長距離輸送のシェ
アが大きい。現在は人、旅客、貨物ともに急増しており、鉄道の輸送力が追いついて
いないのが現実で、スピードアップ、新線建設、線増、電化が進行している。 
鉄道のインフラ整備は１９９０年代以降進められ、２００６年までの鉄道営業路線
総延長は7.7万キロに達した。 
２） 道路輸送 
道路は、十数年前と比べて貨物の量が１０倍ぐらいになっており、急速に増加して
いる。１９８０年からの改革開放に伴い、２００６年までの２６年間で高速道路を中
心に道路インフラ整備が進んでいる。２００６年末時点の道路延長は約３４６万キロ
（うち高速道路4.5万キロ）であり、アメリカに次ぐ世界第２位になっている。ただし、
アメリカや日本と比べ、高速道路を主体とした幹線道路の総延長キロ数や、国土面積
１平方キロ当たりの道路キロ数はまだ低い水準に止まっている。 
最近の特徴としては、農村の道路整備にも力を入れ始める。高速道路の整備計画で
は、総延長を8.5万キロにすると中国政府が発表している。人口２０万人以上の都市は、
全部、高速道路でつなぐ計画である。 
３）水運輸送 
 中国でトンキロベースでは最も大きな役割を果たしているのは水運輸送である。水
運は内航水運8と外航水運9に分けられる。 
① 内航水運 
 中国国内では長距離輸送貨物が急増してきたため、鉄道貨物輸送力が不足になって
いる状態である。それを補い、主に石炭、石油、セメントなどの燃料や原材料を輸送
する内航水運は急増している。現在内航水運はトンキロベースでは全輸送モードの３
割弱を占めている。 
 また、中国では国際貿易が盛んでくるため、中国発着の国際海上貨物輸送が急速に
                                                  
8 内航水運は各河川流域における河川水運および東部沿海地域間における沿海水運である。 
9 外航水運は国際海運である。 
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増えるとともに、それに接続する内航水運も増大している。２００６年時点で、内航
水運の年間貨物輸送量は19.4億トンに達し、前年比11.7%増加した。 
② 外航水運 
内航水運が増加してくる一方、国際貿易の急増と伴い、外航水運も増加してきた。
特に２００１年に中国がWTOに加盟して以降、国際海上輸出入貨物量は急速に増加して
きた。 
その中、国際海上コンテナ貨物の取り扱いが急速に増加している。特に上海港と深
圳港におけるコンテナ取扱量の伸びが著しい。中国の主要港湾コンテナ取扱量では、
上海がずっと１位をキープし、次いで深圳が２位につけている。２００６年の上海港
のコンテナ取扱量は２０００万TEU 10を超えた。海上輸送では、対外貿易に関わってく
るコンテナ取扱量の世界の主要港湾ランキングを見ると、２００７年に上海は世界第
２位、深センは第４位になる。 
４）航空輸送 
改革開放以来、中国の国内の貨物取扱量が増え、輸出入貨物量も増えてくる。それ
に伴い、国内と国際の航空貨物の取扱量は急速に増加している。２００６年に中国国
内の各空港における国内と国際の航空貨物取扱量はトンベースで349.4万トンで、前年
比13.9%増化した。 
国際航空貨物は主に高付加価値品であるため、金額ベースで航空貨物が占める割合
が年々高くなり、現在では輸出入貨物全体の２割前後に達している。 
 
（２）中国の物流事業者の状況 
現在、中国には１００万社を超える物流企業があるが、それらの多くは、宅配サー
ビス等を専門とする中小企業であり、国際基準と照らす総合物流企業 11はあまり多く
ない。物流事業者のサービスレベルは違い、貨物の位置を追跡できるGPSを搭載した
トラックを走らせているような先進的な業者があり、トラック１台と電話一個だけで
やっているような業者もある。物流サービスレベルの両極化は深刻である。中国国内
で、商品の流れを総合的に管理し、在庫管理や梱包作業、物流センターの運営などの
サービスを提供できるのは中国海洋運輸集団（COSCOグループ）や中国対外貿易運輸
                                                  
10 TEUとは、コンテナを数える時の単位で、２０フィートコンテナが１TEUである。 
11 総合物流企業とは効率的に管理システムを備える物流企業である。 
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集団（シノトランスグループ）などの大企業のみに限定されている。 
近年、北京・上海・広州等の大都市においては、製造業者自身が、徐々に総合物流
管理（部品調達から納品までの一括管理）というコスト削減の手法を導入し実行して
いる。例えば、白物家電の大手ハイアール社などの中国企業は、自社で物流管理を行
う物流部署を設置している。しかし、内陸部では依然として、外国物流企業と提携し
商品物流を行っているのが実状であり、多くの中国の製造業者にとって、自社製品の
物流管理を独自で取り組むことは簡単ではない。 
 
第 2 節 外資系物流企業の中国進出 
1. 外資系物流企業の中国進出の歴史 
中国は、１９７８年の経済体制の改革・開放政策が実施された以来、海外からの直
接投資を積極的に受入れ、投資が急増した。物流・輸送分野への投資が行われたのは、 
１９８５年に中国の港湾・埠頭の整備等のインフラ投資に関して中国と外国の合弁企
業が認められてからである。大手物流企業はアメリカのフェデラル・エキスプレス
（FedEx）が１９８４年中国に進出してから現在まで４００都市に増え、雇員の人数
は６０００名である。日系物流企業の中国進出の歴史が始まったのは９０年代に入っ
てからである。最初は香港、深センといった華南地区に進出した。その後、日系メー
カーは中国の内陸部への進出を加速しており、物流企業もその展開に応じて、業務を
拡大してきた。 
 
2. 外資系物流企業が中国への参入方式 
（１）航路を買うことによって中国に進出した。 
例えば、アメリカの物流企業FedExは１９９６年から、１０便のアメリカから中国へ
のフライトを持つようになった。一方、他の物流企業、UPSはアメリカから中国の北
京、上海への６便のフライトを持っている。 
（２）物流インフラに投資することによって中国に進出した。 
例えば、２００２年にシンガポールの港務集団は広州港務に加盟し、共同で８億元を
投資し、ジョイントベンチャー、広州コンテナ埠頭会社を設立した。その後、シンガ
ポールの港務集団はまた広州港務局と協力し、広州鼎盛物流会社を設立した。1.6億元
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を投資し、２０万平方メートルの現代物流センターを建築した。 
（３）子会社を設立したことによって中国に進出した。 
1990年代世界の四大クーリエサービス会社FEDEX、UPS、DHL、TNTは全て中国で子
会社を設立した。 
（４）中国で合弁会社を設立したことによって中国に進出した。 
TNTはDHLと合弁会社を設立し、中国での業務を展開する。DHLは中国の大田集団と
合弁会社を設立し、各自で５０％の出資をした。 
（５）外資系の単独資本経営の物流企業を設立したことによって中国に進出した。 
 
3. ＷＴＯ加盟後外資系物流企業に対する政策 
中国はＷＴＯに加盟する前、外資系物流企業に対していろいろな厳しい規制があっ
た。例えば、外資の運送業者が中国に進出する際に中国の会社と合弁する必要があり、
最低資本金額が１００万ドルなどいろいろな障壁があった。 
２００１年に中国のWTO加盟に伴い、サービス業は本格的に外資企業に対して、門
戸が開放されることになっている。２００４年１２月以降、物流市場の各事業分野を
全面的に開放している。これにより、各国の多くの物流企業が本格的に中国の物流産
業に参入した。その結果、外資系物流企業は先進的な管理ノウハウ、豊富な資金、技
術及び全世界とのネットワークを中国に持ち込んできたが、大量の外資系物流企業の
進出により市場競争は厳しくなり、中国国内の物流企業に対して大きな衝撃を与え、
中国の物流産業は再構築に直面することになっていると考えられる。中国国内の一部
の物流企業は淘汰される一方、一部の国内物流企業は外資物流企業と提携し生き残っ
ている。 
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表１－１ WTO 加盟による中国物流業務の開放状況 
物流業務 開放状況 
フォワーディング・サービス業 ・ 2001年の時点で3年以上の業務経験があれば、外国企
業のマイノリティによる合資企業の設立が可能 
・ 2002年以内に外国企業のマジョリティによる設立が
可能 
・ 2005年以内に外資100％の独資企業の設立が可能 
（最低資本金が100万ドル、経営期間は原則として20年以
内） 
倉庫業 
道路貨物運送業 
・ 外国企業のマイノリティによる合資企業の設立が可
能 
・ 2002年以内に外国企業のマジョリティによる設立が
可能 
・ 2004年以内に外資100％の独資企業の設立が可能 
鉄道貨物運送業 
 
・ 2004年12月11日まで外国資本が50％以上である合弁
事業が可能 
・ 2007年12月11日まで外資規制を撤廃し、外資100％の
独資企業の設立が可能。 
通関・コンテナデポ 外国企業のマイノリティによる合資企業のみ設立が可能
海運代理店 外国企業の出資率が75%未満の合弁企業の設立が可能 
卸売業 2004年12月11日まで外資規制を撤廃し、外資100％の独資
企業の設立が可能 
貿易業務 2004年12月11日まで中国における全ての企業に対して完
全な貿易権を付与。 
出所：日通総合研究所 『最新中国物流』 ２００８年９月 第93頁 
 
4. 外資系物流企業が中国進出の際に直面する問題 
 外資系物流企業は中国で業務を展開する際に、いろいろな問題に直面している。ま
ずはライセンスの問題である。中国の物流市場で業務を行おうとすれば、企業の設立
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認可をはじめとする各種のライセンスが必要となる。ライセンス取得の手続も煩雑で
あり、中国企業でも取得が相当に困難だとされるほどである。また、法整備の不健全
による人治制度と各省の費用徴収の環境は外資系の物流企業にとって障壁となってい
る。さらに、物流機器・技術・人材の育成などのインフラ整備がまだ十分に満たさな
い状況である。最後に、荷主によるコストダウンへの要求と過当競争により価格が低
下するため、収益構造が悪化し、輸送品質を保つのも外資系物流企業にとって難しい
ことである。 
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第 2 章 中国保税物流園区の発展 
 
第 1 節 日中保税地域の比較 
1. 保税とは 
 貨物を輸入また輸出する場合は、税関に申告し、必要な検査を受け、税関に許可を
もらわなければならない。輸入される貨物に対して、関税が課されるほか、消費税も
課されることになる（中国では、日本の消費税に当たるものである増値税が課される）。 
保税地域（bonded area）は、外国から輸入された貨物を、税関の輸入許可未了の状
態で関税を留保したまま置いておける場所のことを指す。保税とは関税の徴収を一時
留保することをいう 12。保税地域は税関の監督下に置かれ、この地域で通関手続きが
未済のままに輸出入貨物を蔵置、加工、製造、展示等をすることができる。 
保税地域は主に港湾や空港の近くに設けられ、輸入された貨物が関税納入・輸入許
可・通関完了までの間、あるいは輸出される貨物が税関手続きが終了するまでこの場
所に蔵置される。 
 
2. 日本の保税地域 
日本の保税地域は機能に応じて、指定保税地域、保税蔵置場、保税工場、保税展示
場及び総合保税地域の五種類がある。指定保税地域のみ財務大臣が指定し、それ以外
の保税地域は税関長の許可により成立する。 
（１） 指定保税地域 
指定保税地域は国や都道府県、市のような地方公共団体などが所有し、管理をして
いる土地や建物など、公共的な施設について、財務大臣に指定され、設置されている
地域である。  
 指定保税地域は税関手続きを簡易、迅速に処理するために設けられ、主として税関
所在地の海空港の近くに設置されている。輸入手続きが済んでいない外国貨物、輸出
                                                  
12 矢野 剛 「わが国の保税制度について」 『貿易実務ダイジエスト』  
２００７年１０月 ２０頁 
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の許可を受けた貨物や日本を通過する貨物の積卸、運搬、一時蔵置（原則として１カ
月）をすることができる。  
（２）保税蔵置場 
保税蔵置場は外国貨物の蔵置場所であり、税関長からの許可を受け、外国貨物の積
卸、運搬、または蔵置できる場所である。  
 保税蔵置場は貿易取引の円滑化や中継貿易の発展などを図るために設けられたもの
である。貨物の輸出入手続きを簡易かつ迅速に処理するために設けられる指定保税地
域と比べ、保税蔵置場には関税を留保したまま外国貨物を長期的に置くことができる。 
保税蔵置場に外国貨物を入れた日から三ヶ月を超える場合、税関長からの承認を受
け、引き続き当該保税蔵置場に置くことができる。これを蔵入承認という。保税蔵置
場の蔵置期間は最初に蔵入承認された日からの二年である。特別の事由があれば、蔵
置期間の延長ができる。 
（３）保税工場 
保税工場は外国から輸入した原材料を使用して、加工、製造、改装、仕分けまた手
入れ（これらの行為を「保税作業」という）をすることができる場所である。 
保税工場は関税未済のままで、貨物を蔵置、改装、仕分けまた手入れをすることが
できる面で指定保税地域、保税蔵置場と同じである。加工貿易に資するために、保税
工場には貨物を材料として加工、製造することもできる。 
原則として、保税製品（保税作業によってできた製品）は外国に積み戻す。ただ、
保税作業後の市況、契約の解除などのため、日本国内に保税製品を引き取る場合、保
税製品は外国製品とみなされ、輸入手続きが必要である。保税製品の課税上の取り扱
いは、当該製品の原料となった外国貨物の性質、数量によって課税される。これを「原
料課税」という。 13  
 保税工場の蔵置期間は２年間で、必要な場合には延長が認められる。 
（４） 保税展示場 
保税展示場は日本国内に開催される万国博覧会、国際見本市や展示会などにおいて、
関税を留保したまま外国貨物として、簡易な手続きで出展品を展示したり、 施設や資
材の使用をする場所として設けられ、税関長が許可した場所である。  
                                                  
13 矢野 剛 「わが国の保税制度について」 『貿易実務ダイジエスト』  
２００７年１０月 ２４頁 
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 蔵置期間は、通常、その博覧会場などが保税展示場として、税関長からの許可を受
けている期間が終了するまでであるが、現在日本全国に二件常設の保税展示場がある。 
（５）総合保税地域 
総合保税地域とは保税蔵置場、保税工場及び保税展示場が有する外国貨物の蔵置、
加工、製造、展示などの各種機能を総合的に活用できる地域として、税関長が許可し
た場所である 14。 
 総合保税地域は施設を弾力的かつ総合的に集約し、それらの機能を活用出来る地域
として、この地域において保税運送の許可手続を行なうことなく、各施設間で外国貨
物の移動ができるなど、手続の簡素化が図れている。 蔵置期間は 2 年間で、必要の場
合には延長が認められる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
14 矢野 剛 「わが国の保税制度について」 『貿易実務ダイジエスト』  
２００７年１０月 ２４頁 
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図表２－１ 日本の保税地域 
種類 主な機能 蔵置期間 設置の手続
き 
日本国内の数
（平成１９年
１ 月 １ 日 ま
で） 
指定保税地域 外国貨物の積卸、運搬、一時
蔵置  
例）コンテナヤードなど 
１ヶ月 税 務 大 臣 の
指定 
８６箇所 
保税蔵置場 外国貨物の積卸、運搬、蔵置 
例）倉庫など 
２年 
（延長可）
税 関 長 の 許
可 
５２５５箇所 
保税工場 外国貨物の加工、製造、 
改装、仕分け、手入れ 
例）造船所、製鉄所、製油所
など 
２年 
（延長可）
税 関 長 の 許
可 
３５３箇所 
保税展示場 外国貨物の展示、施設や資材
の使用 
税 関 長 が
必 要 と 認
める期間 
税 関 長 の 許
可 
２箇所 
総合保税地域 保税蔵置場、保税工場及び保
税展示場が有する外国貨物
の蔵置、加工、製造、展示な
どの総合的機能 
２年 
（延長可）
税 関 長 の 許
可 
４箇所 
出所：矢野 剛 「わが国の保税制度について」 『貿易実務ダイジエスト』  
２００７年１０月 ２２～２３頁 
 
3. 中国の保税地域 
中国は１９７８年に改革開放政策が実施されてから、輸出促進と技術導入のため、
主に沿海地域を中心に保税区、輸出加工区、保税物流園区、保税港区などの様々な保
税地域が設置された。これらの地域内は外国扱いとなるため、関税が未済のままで貨
物を区域内に入れることが可能であり、多くの外資企業を誘致し、中国の経済発展を
促進したと言える。保税地域は中国の税関に管轄される。 
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（１）保税区  
中国の対外開放における重要措置の一つとして、保税区は1991年に税関が監視、管
理する特別経済地区として設置される保税地域である。現在では、上海、深圳、広州、
福州、寧波、天津等の地区で１５箇所が指定されている。 
保税区は、輸出入貿易、加工貿易及び技術導入などを目的として設置された経済貿
易区域であり、国外から輸入された原材料、部品包装資材、および消耗材等に対して
関税及び増値税が留保扱いとなるエリアである。 
保税区の最大の特徴は関税の上では「境内関外」とみなされていることである。す
なわち保税区は中国国内であるが、関税法、国内税法、為替管理法上は国外扱いにし
たことである。これによって、貨物が国外から搬入された時点で輸入とはみなされず、
関税や増値税を徴収しないなどの優遇措置で、関税未済のまま外国貨物の積み込み、
製造、加工、保管ができる。一方、中国国内の貨物を区内に搬入される時点で輸出と
みなされる。｢境内関外」による利点とともに、区内の生産型企業の企業所得税は 15％
の優遇税率が適用され、さらに他の地域では禁止されている独資（100％外国資本）に
よる貿易会社の設立が認められているため、保税区へ外資系企業の進出が続いた。保
税区は主に「保税展示、保税保管、輸出加工、中継貿易」の四つの貿易サービス機能
がある 15｡ 
保税区は多くの加工貿易製造企業、貿易企業、物流企業を誘致し、中国の経済発展
の過程で重要な役割を果たしていたが、２００４年以降、中国国内の貿易、流通規制
が徐々に緩和され、輸出加工区、保税物流園区の設置により、保税区の優位性は少し
ずつ薄れていている。しかも、根拠となる規定が曖昧で、現場では経営範囲や関税・
増値税の取り扱い、外貨送金上の制約等多くの分かりにくい問題が発生した。特に問
題となっているのは保税区外の国内の他地区から保税区への搬入には輸出通関を求め
ながら、増値税の還付については輸出と認定しないことであり、貨物が実際に海外へ
輸出された後、増値税の還付が可能になる。そのため、保税区を利用する加工貿易貨
物の中国国内における“保税転売”が不可能となり、保税区の利用価値は低下したわ
けである。しかも、保税区から海外に船積みが行われれば、増値税の還付が可能であ
るが、実務上は船積み完了の証明が取得しにくく、還付を受けられないケースも多い。 
（２）輸出加工区  
                                                  
15 出所：日通総合研究所 『最新中国物流』 ２００８年９月 第１７８頁 
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加工貿易の拡大による投資環境の改善を目的に、輸出加工区は２０００年に沿海部
を中心に経済技術開発区内に設置され、24 時間税関による監視・管理が行われる特殊
閉鎖保税区域である。委託加工生産企業のため、輸出用製品の生産拠点として位置づ
けされる。部品・原材料や完成品の保税での輸出入手続きが簡素化、かつ電子化され
る等の利便性、土地代・建物使用料も比較的安価等の優位性がある。輸出加工区企業
には、全生産額の 70％以上の輸出が義務付けられている。輸出加工区は 2000 年から
2010 年７月まで、60 箇所が指定されている。 
（３）保税物流園区  
２００４年には国際物流機能の強化を目的として、保税物流園区が設立された。2005
年 11 月 28 日に「保税物流園区に対する管理弁法（税関総署令[2005]第 134 号）」が公
布され、それにより物流園区がどんなものであるかが明確になった。保税物流園区と
は、「国務院の許可を得て保税区の企画面積内、あるいは保税区と隣接する特定の港湾
区域内に設立し、専門的に現代国際物流業を発展させる税関特殊監督管理区域」と定
義付けられる。
区内で行える業務は物流業と貿易業が主となっており、生産型企業は進出不可など保
税区に比べより限定された区域となっている。一方、区内に国内貨物を搬入するだけ
で輸出とみなされ、増値税の還付が可能になるといった従来の保税区には無い優遇策
も与えられている。しかも、外国企業が海外からまた中国国内から購入した貨物を自
社の名義でストックすることが可能である（非居住者在庫が可能）。決済の面では、外
貨決済も可能である。このため、保税物流園区を活用し、中国国内の保税調達システ
ムを再構築しようとする企業の動向が見られる。２００４年の上海でのオープンを皮
切りに、８箇所の保税物流園区が設置されてきた。（地名は図表２－２参照） 
（４）保税物流中心 
保税物流園区と同様の機能を持つ保税物流中心は２００５年６月に設置された。保
税物流園区は保税区の企画面積内、あるいは保税区と隣接する特定の港湾区域内に設
立されるという特徴に対して、保税物流中心は国際物流の需要が多く、交通が便利で、
税関の監督管理に適している場所に設置され、内陸に位置する経済重点地域にも設置
される。例えば、江蘇省の蘇州工業園区に設置されているのは保税物流中心である。
保税物流中心には複数の物流企業が集中し、国内外をつなぐ物流サービスを提供し、
税関に監督管理されている。 
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（５）保税港区 
保税港区は２００５年に設置され、保税区、保税物流園区と輸出加工区の機能を備
える一方、石油、ＬＮＧ天然ガス、加工原料を蓄える機能もある。2009 年 10 月まで、
全国に 13 カ所の保税港区が認可される。 
（６）総合保税区 
総合保税区は 2007 年に蘇州工業園区に設立された。この総合保税区は保税区、輸出
加工区、保税物流中心、保税港区のメリットを生かし、国際中継、国際配送、国際調
達、輸出加工などの総合的な機能を持っている。総合保税区内で貨物の保税貯蔵、保
税加工などの業務が行える。2009 年 10 月まで、4 カ所の総合保税区が認可される。
（７）保税倉庫 
保税倉庫は国際港・空港に隣接し、輸出入貨物・商品の一時保管用のため設置され、
税関の許可を得て、税関管理下の保税貨物に使う専用倉庫である。原則として保管可
能な期間は 14 日である。これを超過した場合は、税関管理費として商品金額に定率を
乗じた金額が荷主に課せられる。 
（８）出口監管倉庫（輸出用税関監督管理保税倉庫） 
出口監管倉庫とは既に輸出許可を受ける中国国内で委託加工された製品を保税転売
16する場合に利用される専用保管倉庫である。蔵置期間は、基本的に 6 カ月以内であ
るが、特別な事情によりまた 6 カ月の延長が可能である。 
（９）保税工場 
保税工場は税関の認可を受け、外国貨物である生産に供与される原材料、 製品、設
備などを保税の状況で輸入し、輸出製品のみを専門に生産する工場である。 
 
 
 
 
 
 
                                                  
16 保税転売とは外国貨物の輸入者が、その貨物を保税地域に蔵置中に第3者に転売すること
である。 
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図表２－２ 保税区、輸出加工区、保税物流園区の比較 
 保税区 輸出加工区 保税物流園区 
設立時期 1991 年 2000 年 2004 年 
設立拠点数 15 箇所 60 箇所 ８箇所 
設立都市名 上海外高橋・大連・
天津・張家港・青島・
寧波・福州・海口・
広州・珠海・深圳な
ど 
大連・天津・北京・煙
台・威海・昆山・上海
松江・杭州・厦門など
大連・天津・青島・
上 海 外 高 橋 ・ 張 家
港・寧波・厦門・ 
深圳 
業務可能範囲 
輸出入貿易、中継貿
易、加工貿易、貨物
保管、貨物運送、商
品展示など 
輸出加工貿易 
輸出入貿易、中継貿
易、貨物保管、貨物
運送、保管貨物の簡
単国際調達、国際配
送など 
設立可能企業 
貿易型企業、倉庫型
物流企業、輸出加工
型企業 
輸出加工型生産企業 
、それに対してサービ
スを提供する倉庫型
物流企業 
倉庫型物流企業、貿
易型企業 
国際トランジット 
最終目的地が中国で
ない貨物も区内に一
時保管し、再度混載
で第三国に輸出でき
る 
不可 
最終目的地が中国で
ない貨物も区内に一
時保管し、再度混載
で第三国に輸出でき
る 
国内に販売する際
の関税・増値税 
区内企業が全部海外
の原材料で作  っ た
製品を国内に販売す
る際、製品に対して
課税される。 
海外からの原材料、
完成品 (製品 )の価値
(販売価格)に対して課
税される。 
区内での加工生産は
できない。 
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部品を含めて作っ
た製品を国内に販売
する際、含めた海外
からの原材料、部品
に対して、課税され
る。 
国内への販売規制 
最低輸出数量の義務
付けなし、製品の国
内販売が 100%許さ
れる 
製品の 70%以上の輸
出が義務づけられて
いるため、 国内へは
30%を超えて販売す
ることはできない 
区内企業での生産品
ではないため、国内
への製品販売量に制
限無し 
輸出増値税還付 
国内から区内に搬入
時の還付は不可能、
船積み後増値税還付
の手続きを取ること
ができる 
加工し輸出されるこ
とが前提条件として、
中国国内から原材料
などの貨物を区内に
搬入した段階で、サプ
ライヤー側での増値
税が還付される 
区内搬入された貨物
は輸出と見なされる
ため、搬入と同時に
増値税の還付が可能 
国際配送機能と非
居住者在庫 
海外から中国に入る
貨物をいったん区内
に保管し、必要に応
じて中国国内に配送
できる。区内での保
管について非居住者
在庫も可能 
輸出加工を主とする
生産型企業およびそ
れに対してサービス
を提供する運送業、貿
易業に限定される 
海外から中国に入る
貨物をいったん区内
に保管し、必要に応
じて中国国内に配送
できる。区内での保
管について非居住者
在庫も可能 
分割出荷 
原則可能である。た
だし増値税の還付問
題と海外送金に影響
がでる場合があるた
不可 可能 
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め、個別確認が必要
保税貨物保管期限 
明確な期限規定は無
し 
６ヶ月毎に税関届出
が必要 
明確な期限規定無し 
決済 外貨建て決済、人民元建て決済ともに可 
出所：各種資料による作成 
 
4. 日中保税地域の比較 
基本的に言えば、日本と中国の保税地域は貿易を促進するため、設置された。両国
の保税地域は共に蔵置、保税加工、製造、展示などの機能を持っているが、日本と中
国の保税地域の違うところが以下の通りであると思う。 
（１）保税地域に関する法律を作る面から見れば、日本の関連法律が完備である。日
本では法律が作られた後、保税区が設置された。１９５４年に《関税法》が施行され、
それに従って、保税地域に関する規則が制定され、保税地域が設置された。一方、現
在、中国ではいろいろな保税地域が設置されたが、これらの地域に関する統一的な法
律はまだ作られておらず、法律の面ではまだ不十分である。 
（２）保税地域の設立の申請手続きの面から見れば、日本の申請手続きは中国より、
簡単であり、設立の許可を受けるまでかかる時間が短い。しかも、日本では指定保税
地域のみが財務大臣に指定され、それ以外の私的な保税地域は税関長の許可により設
置される。設立条件が規定を満たせば、申請してから許可を得るまで一ヶ月しかかか
らない。一方、中国では国家が保税地域を所有し、もし地方政府は保税地域の設立の
希望があれば、まずは税関に申請を提出し、税関、商務部、財務部などは一緒に評価
し、設立の許可をした上で、また国務院からの許可を得る必要がある。申請してから
許可を得るまで一年または一年以上かかる。 
（３）保税区に対する管理の面からみれば、日本には保税区の面積が小さく、数が多
いため、保税区は自らを管理し、税関は保税区に対して不定期に検査を行い、規定に
違反する保税区に対して、関税法によって相応の処罰を与える。一方、中国には保税
区の数は少なく、面積は大きいため、税関、検疫局などの機関は保税区に拠点を設立
し、集中管理をする。ただ、管理部門が多いため、管理の効率が低下し、保税区に出
現した問題に対して統一的な処理標準もない。 
（４）保税区に対する政策から見れば、日本政府は保税区に対して優遇政策がなく、
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保税区の運営資金は主に日本国内の資金である。一方、中国政府保税区に対して、税
収、融資などの面では多くの優遇政策を与え、外資の投入を励まし、外資企業を誘致
する。 
 
5. 中国保税地域の発展に対する意見 
中国の保税地域は日本の保税地域と比べ、不完備のところがまた多くあると思う。
どのように保税地域の発展を促進するのかについて提言したいと思う。 
（１） まずは統一的な関連法律を作る必要があると思う。中国では現在いろいろな
保税地域が設置されたが、これらの地域に関する統一的な法律がまだ作られていない。
そのため、問題が発生する際に、統一的な処理標準がない。 
（２） 保税地域に対する管理を改善する必要があると思う。現在中国の保税地域は中
国の税関、検疫局などのいろいろな機関に管理されているため、管理が複雑であり、
管理の効率が低下する問題が存在している。統一的な管理規範が作られ、税関に統一
的に管理されるようになれば、は管理の簡素化、管理の効率を向上することを促進す
るはずである。 
（３） 保税地域はある程度中国の内陸部に移転する必要があると思う。現在中国の総
合保税地区と保税港区は国際中継貿易を促進するため、主に沿海部に設置された。た
だ、現在多くの企業は加工貿易を行うために保税地域に進出している。中国政府は長
期的な経済発展を促進するために、「科技興国」を提出し、ハイテクの発展は沿海部の
発展の大きな要因になっている。簡単な来料加工などの加工貿易を行う保税地域はだ
んだん少なくなると思う。一方、中国の内陸部の経済発展はまた不発達であり、人件
費も安いため、もし保税地域は中国の内陸部に移転されれば、当地の経済発展を促進
し、外資企業にとってコストも削減できると思う。 
（４） 現在中国の保税地域の種類が多く、各種類の保税地域に対する規制が違い、企
業にとって、分かりにくく、間違いやすいところが多く存在していると思う。しかも、
多くの保税地域は類似する機能を持っている。もしこのような保税地域を統合すれば、
保税地域の機能を改善し、もっと多くの企業を誘致できると思う。 
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第 2 節 保税物流園区の概況 
1. 保税物流園区にかかわる増値税の仕組み  
増値税制度は中国における特有の制度であり、物流にかかわっている。そのため、
まずは増値税を紹介する。ポイントは以下の六つである。 
（１） 増値税の徴収対象となるもの 
① 中国国内で販売される物品 
② 中国国内で提供される加工、修理、組み立ての役務 
③ 海外からの輸入貨物 
（２）増値税の課税率 
増値税の基本税率は１７％である。納税時に受け取った増値税と支払った増値税の
差額を納税する。納税額＝受け取った増値税－支払った増値税。 
（３） 増値税の還付を受けられるもの 
① 増値税が徴収され、海外に輸出される貨物 
② 海外に貨物を輸出する際に、国内での加工、修理、組み立ての役務によって生じ
た付加価値 
（４） 輸入貨物増値税の徴収のタイミング 
輸入通関の時に、税関が国家税務局に代わって関税とともに輸入貨物増値税を徴収す
る。 
（５） 輸出増値税の還付のタイミング 
輸出通関が完了した時輸出増値税が還付される。ただし、保税区と保税物流園区を
経由する場合のタイミングが違う。保税区の場合は貨物が船積みされた後、増値税の
還付が可能となる。保税物流園区の場合は貨物が園区に搬入される時に輸出とみなさ
れ、増値税の還付が可能となる。即ち、保税区より保税物流園区の場合は輸出増値税
の還付のタイミングが早い。 
（６） 輸出増値税の還付率 
輸出増値税の還付率は品目によって違う。実質１７％、１３％、１１％、８％、５％
の多段階となっている。 
課税増値税率と輸出増値税還付率のギャップ分（不還付の部分）は輸出企業に負担
される。例えば、企業は中国国内で価格１００元の原材料を調達し、加工して価格１
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５０元の製品を海外へ販売する際には、輸出企業は以下のような税金を負担する。 
輸出企業が負担する税金（不還付額） 
＝国内原材料増値税額＋付加価値増値税額－輸出製品 FOB 価格＊輸出増値税還付率 
＝１００＊１７％＋５０＊１７％－１５０＊１３％（還付率１３％の場合） 
＝４ 
 
2. 保税物流園区の設立の背景および目的 
中国の物流産業の発展の過程で、物流事業者の育成および近代的な物流施設の整備
が、物流を発展させるための大きなテーマとなっている。特に、国際物流の発達手段
として重要な役割を果たすのは保税物流園区である。 
中国はＷＴＯに加盟した後、外資に対する貿易の自由化が進められたため、従来保
税区企業が貿易・国内流通を実質独占していたが、開放により保税区以外の企業が輸
入・国内販売を行えるようになり、物流拠点としての保税区の地位が低下になった17。
また、保税区の設置場所が港から離れ、従来中国の貿易、国内流通の役割を果たして
いた保税区の存在感が薄らぎつつある。これに対して、中国政府は保税区の機能を向
上させるため、保税物流園区の設置を進めてきた。 
保税物流園区設立の目的は保税区での経験を踏まえ、保税区の政策的優勢と港の地
理的優勢を十分に発揮し、国際的物流企業を誘致し、最終的には世界に通用する自由
貿易区18を育成することである。保税物流園区を利用すれば、関税の軽減と免除、税
関の手続きの簡素化、インフラが十分に整備されていること及び専門的な物流サービ
スなどによって、利用者にとって物流コストを節減することができ、キャッシュフロ
ーも改善できるなど大きなメリットが得られる。 
 
3. 保税物流園区で行える業務 
 保税物流園区内で行える業務は物流業と貿易業が主となり、園区内認められる業務
は以下の通りに制限され、加工製造などの生産型企業は進出不可と限定されている。 
                                                  
17 ＷＴＯ加盟で、保税区外の企業を対象に段階的に貿易権（中国語は「輸出入経営権」）が付
与されていく。 
18 自由貿易区とは国の政府によって、禁制品以外の商品を無関税で輸入することを許可され
た港の周辺に指定される区域。商品は同区域内において何らの関税を課されることなく貯蔵、
展示、加工し更に再輸出することができる。これらの輸入商品（あるいはその加工品）は、税
関当局の指定する国に対して再輸出される時にのみ関税を課される。 
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（１） 輸出入貿易 
（２） 保税貨物の保管 
（３） 保管貨物に対する流通の為の簡単な加工（梱包、アソート等） 
（４） 国際調達、国際配送  
（５） 中継貿易  
（６） 検品、補修 
（７） 展示 
（８） 税関の許可を得たその他の業務 
 保税物流園区内設立可能な企業は主に物流企業と貿易企業である。設立可能の企業
は以下の通りに制限され、生産加工型の企業は設立できない。 
（１）  倉庫保管物流企業 
（２）  多国籍企業地域本部の物流センター 
（３）  倉庫保管物流専門にサービスを提供する輸送企業 
（４）  貿易企業 
 
4. 保税物流園区の主な機能  
（１）国際トランシップ 
  国際トラシップとは、区内でコンテナを開封し、国際、国内貨物の仕分け、積替
え、アソートをした後、国内外のその他の目的地へ転送することを指す。 
（２）国際配送  
国際配送とは、国内で調達された貨物と保税輸入された貨物に対し、分類、配分
または港湾地域で簡単な増値加工を行って、国内外へ配送することを指す。 
（３）国際購買  
国際購買とは、国内で調達された貨物や保税輸入された貨物に対し、総合的な処
理や簡単な増値加工を行って、国内外へ販売することを指す。 
（４）国際中継貿易  
国際中継貿易とは、輸入した貨物を区内で保管し、加工せずにそのまま第 3 国に
再輸出することを指す。 
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5. 保税物流園区の特徴 
（１）区港連動 
区港連動というのは、保税区が隣接する港湾と連携し、保税区と港湾の機能を一体
化させ、国際物流を発展させるための政策である。 
たとえば、従来港ではコンテナを開けることはできず、保税倉庫に搬入した後コン
テナを開けることが可能になったが、物流園区内でコンテナを開けることが可能であ
り、同区内での積み替えも可能である。これは中継貿易や国際接続運送において利便
性を向上させる。また、保税区の各種優遇政策や港湾内立地という地理的利便性を享
受でき、物流コストの削減が可能となる。更に、港湾と保税区とでそれぞれ必要だっ
た通関手続きが一度に可能となる。 
（２）地域内での活動が認められるのは物流業および倉庫業。 
小売企業、加工製造などの生産型企業は進出不可と限定されている。
（３）増値税の即時還付 
 物流園区では保税区と同じように輸入関税と､区内の流通における増値税が免除さ
れるのに加え､輸出加工区と同じように貨物が区内に搬入された時点で輸出とみなさ
れるため､直ちに増値税の還付が受けられる｡一般の保税区では、国内の他地域から保
税区に搬入された貨物については、実際に貨物が国外に輸出されるまでは輸出増値税
の還付を受けることができない。 
（４）区内貨物の自由流通 
 区内貨物は自由に流通させることができるものとして、増値税及び消費税は課税し
ない。 
 
6. 園区の設立状況と分布 
 保税物流園区は、2004 年の上海の外高橋物流園区を皮切りに、寧波、張家港、廈門、
深圳、青島、天津、大連の７ヶ所が国務院より認可され、現在全国に 8 ヶ所がある。
八つの園区は現在すでに全て正式運営されている。その中で、上海外高橋園区は 2004
年 7 月に最初に運営を試行し、2005 年１月に最初に正式稼動した園区である。深圳に
おける保税物流園区は最後に運営され、正式稼動は 2006 年 4 月である。 
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図表２－３ 八つの保税物流園区 
保 税 物 流 園
区 
総投資額 
（億元） 
建設面積 
（ 平 方 キ ロ
メートル） 
主 な 物 流 の
種類 
主 要 な 外 国
籍進出企業 
運 営 開 始 時
期 
上海外高橋 28 1.03 鋼材、非鉄金
属 、 家 電 製
品、 IT 類製
品、IC 類製品
商 船 三 井 、
DHL、日通、
ア ル プ ス 物
流、OOCL、
ヤマトなど 
2005.1 
寧波 13 0.95 機械、化学工
業、綿花 
イ タ リ ア 郵
船会社など 
2006.1 
張家港 25 1.53 化学工業、紡
織 、 機 械 設
備、日用工具
商船三井、オ
ラ ン ダ 百 科
会社など 
2005.3 
廈門 3 0.70 IT 製品、生物
製品、生物 
伯灵顿など 2005.12 
深圳 9.8 0.96  日通など 2006.4 
青島 2.5 1.00 電子、ステン
レスの板、タ
イヤ 
ア メ リ カ
UPS、スイス
地 中 海 会 社
など 
2005.11 
天津  1.50  韓 国 物 流 協
会、马士基物
流、UPS 
2005.4 
大連 7 1.50 自 動 車 の 部
品、機械設備
伊藤忠商事、
OOCL、米・
ア ラ ス カ 標
準漁業など 
2004.11 
 
 32
7. 保税物流園区の優位性 
保税物流園区は輸出加工区と保税区と比べ、両方の有利な政策を享受する優位性が
ある。具代的に言えば下記の通りである。 
（１） 区内の物流企業は、国内で調達された貨物と保税輸入された貨物に対して分割輸
送業務を展開するが、税関からの許可の得た上で、“分割搬出、集中通関”を実
行することができる。 
（２） 貨物が保税物流園区に搬入されると、輸出とみなされ、正規の輸出通関手続きを
行い、輸出通関後、税関が退税単 19を発行し、増値税の還付手続きが可能になる。 
（３） 保税物流園区内に、梱包、仕分け、マーク貼り、改装などの簡単な加工を行うこ
とができる。 
（４） 保税物流園区内の企業が区内で取り扱う貨物は、その全てが直接輸出される場合
と園区内の企業への販売である場合は、増値税は免税される。 
 
第 3 節 保税物流園区の事例：上海外高橋保税物流園区 
1. 上海外高橋保税物流園区の概況 
上海外高橋保税物流園区は上海の外高橋地区において、2004年7月（実質的な稼働は
9月）に中国の初めての保税物流園区としてオープンした。2004年7月にオープンして
以来、日系企業では商船三井、日通、アルプス物流、ヤマトなどが、他の外資系企業
ではOOCL、DHL、UPSなどの企業が進出した。 
上海外高橋保税物流園区の東側が上海港外高橋港区に接し、西側が外環状線に至り、
南側が外環状線緑化帯に連接し、北側が港区に寄る。（図１）外高橋保税物流園区は
上海外高橋コンテナ第三期バースに近接しており、開発面積は1.03平方キロ、総投資
額は28億人民元（約390億円）,2005年末までに70万平方メートルの現代の倉庫、15万
平方メートルのコンテナ積み替え区（図２）、2万平方メートルのビジネスセンター、
9千平方メートルの政府監督サービス機能及び先進的なハードとソフをセットした施
設を完成させ、物流園区のコンテナの年間総合処理能力は100万ＴＥＵ20に達する計画
                                                  
19退税単は海外へ輸出する場合、仕入れ時に支払った増値税の還付を受けるために必要な書類
である。保税区内へ入区しただけでは退税単は入手できない。保税港区や保税物流園区の場合
は入区した時点で退税単が発行される。 
20  
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である21。 
図２－４ 外高橋保税物流園区の地理位置    図２－５ コンテナ積み替え区 
 
出所：上海外高橋保税物流園区のホームページ 
園区への立地企業は、第Ⅰ期、第Ⅱ期、第Ⅲ期に分かれており、第Ⅰ期は船会社系
の物流企業４社が２００４年９月より稼動を始めた。そのうち日系は商船三井系の企
業が設立された。第Ⅱ期は物流専門業者系が１０社程度立地あるいは既に営業許可を
得ており、２００５年１月から本格稼動した。このうち日系企業は、日通、近鉄、ア
ルプス物流、日新、山九系列が設立された。第Ⅲ期は多国籍企業の物流センター、貿
易企業などが立地している。業種としては電器機械、医薬、軽工業が主である。 
上海税関の最新統計によると、2007年、外高橋保税物流園区における貨物貿易手続
き申し込み件数は34万3600件であり、前年同期より6％増加した。取扱貨物の価格はお
よそ383億7300万ドルに及び、前年比1.15倍に増加した。同園区での貨物取扱量は231
万2000トンであり、前年より85.06％増加した。 
 
2. 上海外高橋保税物流園区の機能 
第一． 貨物が園区内搬入された時点、増値税が還付される。 
増値税還付については上海外高橋保税区と保税物流園区の取扱いが異なる。外高橋
保税区は区外から保税区に入荷しただけでは還付関連書類は発行されず、実際に輸出
された後還付関連書類が入手できるが入手まで1ヶ月半から2ヶ月程度の時間がかかる。
保税物流園区では区外から入荷した段階で輸出扱いとなり、還付関連書類も実際翌日
には入手できる。  
第二．外国企業が中国に拠点を持たないで、中国での売買が可能になる。 
                                                  
21 出所：岩見辰彦・石原伸志 『日中貿易物流のＡＢＣ』平成 19 年 9 月 8 日 １２１頁 
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物流園区に入荷すれば外国貨物扱いということから、外国企業が中国に拠点を持た
ないで物流園区を通して中国国内仕入及び中国国内販売を行うことにより、実際に外
国へ輸出しないで時間とコストの節約が出来る。しかも、この場合、中国内の貨物購
入者が販売元である外国企業に外貨で支払いもできる。 
 
3. 外高橋保税物流園区の通関 
JIT（Just In Time）、ゼロ在庫、小ロット、多回数納入、リードタイムの短縮など
の現代物流のニーズに答えるため、外高橋保税物流園区税関は「一線放開、二線管住 22」
の原則を守りながら、「リスク管理式通関」を試行し、企業の通関手続きをよりスムー
ズに、且つ物流の効率化を図る。外高橋保税物流園区における通関の特徴は以下の通
りである。 
第一. 簡素化 
 園区と港区の間に「海運直通式 23」形態を取り、貨物を区内に搬入する際、「一回申
告、一回検査、一回リリース 24」を実施し、「区港連動直通直卸 25」の新しい形態を構
築する。通常、異なる管轄税関間の貨物移動には通関申告が二回必要、即ち口岸税関
（港税関）での転関と貨物の実際の到着地（内陸税関・保税地域税関など）での通関
申告をしなければならなかった。税関は通関手続きを簡素化するため、従来口岸税関
で行われてきた人による転関の審査やリリースをEDI化し、コンピューターによる自
                                                  
22 「一線」とは海外と境内にある保税地域の通過ラインであり、「一線放開」とは海外からの
貨物（規制品を除く）が、税関の監督管理を受けない状態で自由に出入りすることを指す。「二
線」とは保税地域と関税領土の通過ラインであり、「二線管住」とは貨物が保税地域を出入り
する際、税関の規定に従って厳格に管理されることを指す。現状、中国における保税区や保税
物流園区は「境内関外」（国境内税関外）と定義されていても、実際は「一線」「二線」に関係
なく、出入りする全ての貨物が税関により管理されているため、一種の「税関特殊監管地域」
に過ぎない。従って、厳密に言うと自由貿易区のような「一線放開」とはまだ言えない。 
23 内陸地において貨物を輸入する際、従来の方法では、到着港（開港）で貨物の転関手続き
をし、監管車両で荷主の所在地まで運び、所在地にて通関申告するか（輸出は逆）、もしくは
荷主が貨物到着港にて通関するかのどちらかの方法を取る。「海運直通式」の場合、非開港の
内陸港が開港の延長ポイントと見なされ、貨物が開港に到着後、指定業者（船社、フォワーダ
ーなど）により転関手続きがなされ、荷主は所在地税関にて通関申告出来る仕組みとなってい
る。この仕組みは「一回申告、一回検査、一回リリース」に似ているが、相違点としては、「海
運直通式」の場合荷主が自ら転関手続きをする必要はない。 
24 「一次申告、一次査験、一次リリース」は貨物を通関申告する際、「一回申告、一回検査、
一回リリース」が可能であることを指す。 
25 港区と物流園区間のゲートを貨物が通過する際、電子データにより貨物情報を読み取り、
管理する。これにより園区に搬入する貨物を港区のヤードに横持ちせずに直接園区のヤードも
しくは倉庫に搬入でき、海外向け貨物を園区から横持ちせず直接船積みすることができる。 
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動審査と自動リリースを行い、内陸税関が実質的な審査、検査とリリースを行う。 
第二. リスク管理化 
 現代の物流ニーズに対応するため、輸出通関手続きが完了してから、貨物を園区へ
搬入するという従来の形態から、「分批進区、集中報関 26」（ロット毎搬入、一括通関）
の形態へ変換する。これも上海外高橋保税物流園区の「リスク管理式通関」の一環で
ある。通常、貨物を園区に搬入する前にまず輸出通関手続きを取らなければならない。
現代の物流ニーズに対応するため、上海外高橋保税物流園区では園区に搬入された小
ロット・多回数の貨物に対して、貨物が全て搬入された後、一括通関の手続きを取る
方式で行っている。 
また、園区内では「無紙通関事後不交単27」を試行し、事前に輸出入の届出段階で
企業の与信を評価し、信用度によるランク分けに基づいて通関の利便性を与える。税
関のEDI化によりデータでの通関を可能とする簡素化方式は、近年中国沿岸地の税関
に浸透している。ただ、いくらペーパーレスと言っても、通関手続きが終了した後、
一定期間内に、税関に書類を提出しなければならない。「無紙通関、事後不交単」は、
上海外高橋保税物流園区が「リスク管理式通関」の一環として実施されている。税関
が事前に企業の体質・与信に対しリスク評価をし、企業の与信ランクによって異なる
通関の利便性を与える。「無紙通関、事後不交単」企業に認定されれば、ペーパーレス
にて通関し、その後通関書類を税関へ提出不要となり、企業自身の保管が許される。
これは税関による「モノ」から企業への管理手法の移行とも言える。 
 
4. 入居している物流事業者の視点からみた外高橋保税物流園区に対する評価 
第一．賃料は保税区より高く、物流事業者にとって負担になる 
保税物流園区内の倉庫の賃料は保税区に比べ約3～4倍の水準であり、物流業者、荷
主企業にとって負担となり、コストが高いという問題は出ている。 
第二．搬入時、搬出時のHSコードの統一が難しい 
貨物についての貿易貨物コード（HSコード）の該当番号を発地と着地の税関が決め
ることになっている。保税物流園区では一切の加工を行わないため、搬出入の貨物は
同じ物でなければならない。つまり、搬出入時のHSコード番号は同じでなければなら
                                                  
26 .「分批進区、集中報関」はロット別で園区に搬入、一括通関することである。 
27「無紙」とは、ペーパーレスのことである。「不交単」とは書類提出が不要なことである。 
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ない。しかしながら、品番が細かくなると税関担当者レベルでの主観で決まってくる
こともあるため、かならずしも発地と着地の税関で決めるHSコードが同じではない。
そうなると、搬入した貨物は搬出することができず園区内に貨物が滞留してしまうこ
とがある。               
第三．搬入時、搬出時の価格差の確定が難しい 
搬入と搬出に伴って、売買行為がある際に、搬出時の価格が搬入時の価格より高く
なることが原則である。搬入と搬出の事業者が異なる場合、搬出者は搬入時の価格を
知っておく必要があるが、搬入事業者はその原価を明示したがらないという状況も生
じている。 
 
第 4 節 日本通運の保税物流園区への進出 
1. 日本通運中国進出の概況 
日系の物流企業が中国への進出をはじめたのは１９７０年代にさかのぼる。当時中
国の経済にまた活気がなかったが、多くの企業の進出は、「友好第一」といった精神
的な側面が強かった。特に日本通運、日新、山九は中国貿易の「御三家」と言われ、
日中貿易関係の基礎を支える物流を担っていた。  
中国経済の本格的な発展は１９９０年に入ってからである。多くの日本企業も中国
に目を向け始め、進出を開始した。当初は香港、深センなどの華南地域への進出が目
立っていた。その後、日系メーカーは中国内陸部への進出を加速しており、物流企業
もその展開に応じて業務を拡大している。中国WTO加盟によって規制緩和が実施され、
日系の物流専業者の進出がますます増えてきた。 
 日本通運は１９７８年「改革開放」が実施された翌年の１９７９年に香港に「香港
日通」を設立した。中国本土への進出は１９８１年に北京駐在員事務所が設立されて
からである。その後、大連、上海、北京に次々と現地法人を設立した。２００８年３
月現在、日通グループは、「香港日通」、「上海日通」などを含む１８の現地法人、
３６都市、１０１拠点に展開している。従業員は５，３９０人に達している。 
 日本通運は中国に構築されたネットワークを活かして、従来の中国発着の国際物流
に加えて、中国国内物流の強化も進めている。例えば２００７年に、中国発着国際物
流と中国国内物流の総合施策の一つとして、中国広州にロジスティクスセンターをオ
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ープンした。このセンターはトラックドックと海上コンテナドックを兼ね備え、自動
車生産用部品を含め、国内物流と国際物流の両方に対応可能である。 
 
2. 提供している特徴的な物流サービス 
（１）ミルクラン 28
これは日本通運の得意とするサービスの一つである。セットメーカーがものを作る
ときに、日本通運が顧客から生産計画をもらい、それに従って必要な部品を必要なベ
ンダーに取りに行く。また次の工場に回って、次の部品ベンダーに取りに行く。ぐる
ぐる巡回して、最後に必要な部品を全部そろえて、お客様のメーカーの生産ラインま
で部品を届ける。 
この方式は、セットメーカーの部品在庫を削減するため、リスクが少なく、管理コ
ストも削減できる。また、物量の少ない貨物をまとめることで、積載効率が上る。更
に、複数のベンダーがそれぞれにトラックを仕立てて工場に持ち込む場合に対して少
ない本数で済み、コスト削減、工場周辺の渋滞軽減、また環境へ与える負荷も抑える
ことができる。 
（２）遠隔在庫管理システム 
日本通運が中国を含めた世界各地で展開する独自の遠隔在庫管理システムで、
REWARDS（Remote warehousing distribution system）と呼んでいる。日本通運のコ
ンピュータネットワークを通して、全世界の日通の倉庫でどのようなものをお預かり
しているかということを、一元的に管理・照会ができるシステムである。入出庫は全
部バーコードで管理されており、どの荷物がどの倉庫のどの棚に入っているかまで分
かり、スピードアップにつながっている。また、顧客はインターネットを通じて、自
社の在庫状況を知ることができ、出荷指示も可能となっている。 
中国では「日通国際物流（上海）有限公司」がこのシステムを徹底的に活用し、保
税区や保税物流園区での立地を生かし、日本を始め世界各地から輸送された電子部品
をピース単位で細かく管理している。 
 
                                                  
28 ミルクランとは、ひとつの車両で複数の発荷主のところを回って、配送貨物を集荷してくる
巡回集荷のことである。牧場を巡回して牛乳を集荷するのになぞらえてミルクラン方式と呼ば
れている。 
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（３）中国国内定期混載トラックサービス 
 中国では、道路インフラを含める物流インフラが急速に改善されてきたため、トラ
ック運送が貨物の主要手段となっている。2006年にトンベースでトラック運送量は中
国国内の貨物運送量の約７４％を占めた。しかし、従来のトラック運送は主に「零担
運送」を中心として行われ、トラックの定期混載サービスはまた少なかった。トラッ
ク運送業者はまたトラックに満載にならないと、発車しないという運送方式を取り、
定時運送の概念はきわめて薄かった。また、小口貨物の運送は儲からないとの認識か
ら、貨物所在地まで集荷に行くことを嫌がる傾向がある。このため、荷主が自ら混載
ターミナルまで貨物を持ち込むことは少なくない。荷主にとってトラック運送を利用
しづらい状態がある。 
こうした中国国内の混載状況を背景に、日本通運と三菱商事は2005年に中国国内物
流事業を提携し、「上海浦菱儲運有限公司」を運営し始め、上海を中心として、中国
において華北、華東、華南相互間を結ぶ、往復定期混載トラックサービスを開始した。 
（４）日中間高速運送サービス 
日本通運は、日中間の貿易が拡大してきたことに応じて、日中間運送の高速化、運
送手段の多様化を求めている。例えば、2003年から高速RORO船（ロールオン、ロー
ルオフを略したものであり、船の中を車が通り抜けられる構造である）は博多港－上
海港の間に週2便で運行している。「上海スーパーエクスプレス」（SSE）サービスを
打ち出した。 
博多と上海は、従来のコンテナ船では３～５日かかったが、RORO船だと約２６時
間で結ばれる。更に、RORO船はコンテナ船に比べて、荷役時間が短いという利点も
あり、日本通運はRORO船の両端末に、内航、航空、トラック、鉄道を接続させ、複
合一貫運送によりドア・ツー・ドアのサービスで、日中間のリードタイムの短縮を実
現させた。例えば京浜地区から上海までの場合、コンテナ船は7日かかったが、RORO
船は3日程度で輸送できる。 
また、このサービスの特徴は、日本通運とJR貨物が提携し、JRの１２フィートコン
テナ（5トンコンテナ）でそのまま中国の上海や天津まで持っていくことができること
である。これは荷主企業の中・小ロット貨物の運送ニーズを満たした。更に、貨物の
積み降ろしのスピードが速く、振動が少ないため、精密機器などの運送も可能になる。
現在の取扱貨物は、高品質の生鮮食品など以外に、自動車部品、電子部品と多様化し
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ている。 
 
3. 保税物流園区への進出 
日本通運は上海外高橋保税物流園区での営業展開に向け、2004年9月に「日通国際物
流（上海）有限公司」の「保税物流園区支店」を設立し、面積５７１１平方メートル
の 倉庫が完成し、通信環境などの整備も完了したため、2005年2月28日から正式営業
を開始した。 
 日本通運のホームページによると、上海外高橋保税物流園区に支店を設立した理由
は以下の通りである。 
（１） 上海外高橋保税物流園区は中国初の試行的な物流エリアで、従来保税区や輸出
加工区とは異なった運用により通関の簡素化が図られている。 
（２） 製品あるいは部材を国外に輸出するまで増値税の還付手続きができない一般の
保税区とは違って、同園区への搬入と同時に輸出と見なされることから、増値
税 の還付手続きが可能となる。 
（３） 同園区では区港連動機能によって、港湾区でのコンテナ開封が可能となり、分
割積替えなど、物流業者による業務範囲が広がる。 
日本通運の「保税物流園区支店」では、バイヤーズ・コンソリデーション29を組み
合わせた「輸出型VMI（Vendor Managed Inventory） 30」倉庫業務をはじめ、多機能
倉庫を利用した様々なビジネスモデルをお客様へ提案し、個々のお客様のニーズに応
じたサービスを提供し、中国における物流を強力にサポートしている。 
 
 
 
 
 
 
                                                  
29 大手小売会社（バイヤー）が輸出地における複数の部品・部材提供各社（ベンダー）から
買付ける複数の商品を、同一コンテナに 仕立て船積みする一連の業務を物流業者が一貫して
請け負うサービスである。 
30 通常、製造会社が行う輸出用部品・部材等の在庫管理を、ベンダー各社側が自らの管理・
責任で行う物流の仕組みである。現在多くの物流業者がこの仕組みを代行することで、各製造
会社および工場の物流最適化に取り組んでいる。 
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図２－６ 日通国際物流（上海）有限公司         図２－７ 倉庫 
  
出所：日本通運のホームページ 
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第 3 章 企業が保税物流園区を利用する事例 
第 1 節 保税物流園区を活用した物流スキーム 
従来の保税区は加工貿易のために、原材料、物品を保税生産し、在庫管理し、海外
へ輸出また国内に販売する制度である。保税物流園区は国際中継運送、国際配送、国
際中継貿易、国際調達の４つの機能を持っているが、企業にとって、実際の主な利用
方法は差異がある。保税物流園区を活用し、主な物流スキームは以下の三つに分類さ
れる。 
 
1. 海外から中国に輸入するための保税在庫 
 この機能は従来の保税区と同様に、保税物流園区は中国国内で「境内関外」と見な
されるため、海外から園区内に搬入される貨物は外国貨物として取り扱われ、保税の
まま園区内に保管できる。しかも、中国国内に現地法人等の拠点を設立していない外
国企業も、「非居住者在庫 31」制度で自社名義のまま園区内在庫を持つことができる。
販売先である中国側の買手との契約に基づき、注文に応じて、貨物を配送する。（図３
－１） 
 この物流スキームによって、外国企業は中国販売先の需要にあわせて、ジャストイ
ンタイムでの製品の販売が可能となる。また、中国への販売在庫の保管場所を中国に
移すことで保管費用を削減することもできる。更に、園区では小口で複数回通関する
場合、税関の許可を得て、まとめて申告することが可能である。そのため、外国企業
の通関コスト（複数回の通関手続き）を削減することができる。決済の面では各中国
側の買手が外国企業に対して直接外貨で決済もできる。 
 
 
 
 
                                                  
31 保税区・物流園区等の保税地域には、区内企業のみならず、外国企業でも（区内の物流会
社に委託すれば）在庫を保管する事ができる。 
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図３－１ 海外から中国に輸入するための保税在庫 
 
 
2. 海外に輸出するための在庫・混載 
製品を保税物流園区に搬入し、園区内の保
中国国内のサプライヤーから貨物が搬入されても、実際の船
は自社の計画にあわせて、国内のサプライヤーから商品を園区搬入
物流園区には分割積み替え、分割輸出が可能であり、外国企業は中国の
 外国企業が中国国内のサプライヤーから
税倉庫に外国企業の名義で保管し、外国企業自社の販売計画に合わせて、貨物を園区
から海外に搬出する。 
 従来の保税区の場合、
積までは増値税の還付は不可能であり、中国国内のサプライヤーにとって、大きな資
金負担となった。一方、保税物流園区は貨物が園区内搬入されると、輸出と見なされ、
増値税の還付が受けられるため、中国のサプライヤーにとって、キャッシュフローの
改善ができる。 
 また、外国企業
し、園区ではラベリング、再包装、仕分け、商品の組み合わせなどが可能であり、目
的地別の出荷も可能であるため、物流の効率化の実現もできる。また、外国企業は自
社の倉庫機能（在庫保管、配送など）を中国に移すことによって、物流コストの削減
ができる。 
 更に、保税
複数のサプライヤーから仕入れた製品を組み合わせ、海外マーケットが必要とされる
分量に応じて小口仕分けして、一本のコンテナに混載することもできる。これによっ
て、一次申告一次通関となるため、通関コストは安くなれる。また、国際トランジッ
外国企業 
（売手） 
国際運送 
保税物流園区 
保税倉庫 
（外国企業貨物）
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国内運送 
商流 
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トの利便性を向上させるため、他の外国から搬入した貨物と混載することもでき、国
際調達センターとしての機能も働いている。（図３－２） 
 
図３－２ 海外に輸出するための在庫・混載 
国国内取引に仲介すれば、中国国内に販売現地法人を設立
内の売主(中国企業Ａ)から保税物流園区渡し条件で部品を調達し
（
内倉庫企業と外国企業との貨物預託契約書を証拠書類とする
こ
搬入し、外国企業
の
 
3. みなし輸出入取引 
 本来、もし外国企業が中
する必要があるが、保税物流園区に入荷すれば外国貨物扱いということから、外国企
業が中国に拠点を持たないで物流園区を通して、中国国内仕入及び中国国内販売を行
うことができる。 
外国企業が中国国
輸出）、自己資産として保税物流園区にある物流企業に委託し、一時保管・再包装
などをした後、中国国内の買主(中国企業Ｂ)に出荷指示を行う（輸入）物流スキーム
である。（図３－３） 
保税物流園区では、区
とで、モノの動きを中国国内で処理するが、輸出、輸入両サイド共に外国企業との
外貨決済が認められる。また、一度外国へ輸出した上でまた中国に輸入する取引と比
べて、輸送費の削減とリードタイムの短縮を図ることができる。 
しかも、外国企業が輸入する第三国からの製品を保税物流園区に
名義で保税保管し、中国国内から調達した貨物と組み合わせて、販売することもで
きる。 
国際運送
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運送 
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現段階では最も多く見られるのはこの物流スキームである。上海・深圳保税物流園
区
図３－３ みなし輸出入取引 
2 節 保税物流園区を活用する事例１ 
外資企業は従来、加工貿易の名義で海外から原材料を中国に保税輸入し、中国国内
で
ど 。
以外の物流園区では、このスキームで取り扱う貨物量は全体の８割となっている。 
 
 
 
 
第
加工を行い、加工した完成品を輸出することで、関税と増値税の面での優遇が受け
られる。しかし、現在中国の経済発展により、多くの中国製の原材料の品質も外資企
業の需要に満たすようになってきた。従って、中国国内での原材料の調達の割合も大
幅に上昇してくる。ただ、中国国内から原材料を仕入れる際に、国内貿易とみなされ、
増値税が徴収され、輸出する際に徴収された増値税が還付されるが、還付されるまで
に時間がかかり、キャッシュフローの面では企業にとって大きな負担となっている。 
従って、外資企業は中国国内に原材料を調達し、加工し、完成品を輸出する際に、
のようにキャッシュフローを改善するのかが企業にとって大きな課題となっている
保税物流園区を利用するのは一つの解決策だと思う。保税物流園区の一番大きな特徴
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販売２（外貨決済可能）
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は原材料が園区に搬入される際に、輸出とみなされ、増値税の還付ができる。もし中
国国内で調達した原材料をまず保税物流園区に搬入すれば、企業にとってキャッシュ
フローを改善することができる。 
アメリカ系A社は中国に生産子会社を持っている。この生産子会社が生産した製品は
A
の
ま
 
よ
。中国国内で調達された原材料がいったん保税
物
 
図３－４ 従来のフロー 
                                                 
社に輸出される。従来A社に３０日以上の在庫を抱えているが、この在庫時間を削減
するため、Ａ社は中国における生産子会社の製品在庫時間を調整しようとする。 
この生産子会社は従来、大部分の原材料を加工貿易の名義で輸入したため、保税
ま輸入ができ、キャッシュフローの面ではあまり問題がない。しかし、現在原材料
の中国の現地調達率は従来の二割から七割に引き上げてきたため、中国国内で調達し
た原材料の仕入れ価格の１７％にあたる増値税を先払いしなければならなくなってき
た。加工した完成品を輸出するまではこの増値税の一部分の還付ができない。もし生
産子会社の在庫時間を延長すれば、増値税を還付するまでもっと時間がかかる。これ
は会社にとって資金繰りが厳しくなってしまう。従って、中国の生産子会社はもし在
庫時間を延長すれば、キャッシュフローが悪くなるという理由で、あまり同意しない。
 この問題を解決するために、A社は生産子会社とよく商談した上で、同じ地域にある
「保税物流園区」に新たな在庫ポイントを設け、物流のルートを大きく変更した。 
図３－４は従来のフローである。中国国内で調達した原材料、部品は各販売会社に
り中国の生産子会社の工場まで届けられ、工場内で一時保管され、生産された後、
完成品はすぐにA社に輸出される。 
図３－５は改善されたフローである
流園区へ搬入、外国貨物とすることができる。こうして外国貨物となった原材料を
中国の生産子会社に再び“輸入”し、加工した完成品は再び保税物流園区の在庫ポイ
ントに搬入される。搬入された時点で、輸出とみなされ、完成品の付加価値部分 32の
増値税の還付ができる。保税物流園区で在庫保管され、A社の需要に応じて出荷される。
 
 
 
32 完成品の付加価値＝完成品の価値―原材料の価値。例えば、原材料の価値は１００万円で、
完成品の価値は１５０万であり、増値税の還付率は１３％で場合、付加価値部分の増値税の還
付額＝（１５０―１００）＊１３％＝６.５万円 
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図３－５ 改善されたフロー 
 
これによって、物流段階は増えてしまい、輸出コストも増加するが、中国の生産
会社およびアメリカのA社にとって大きなメリットがある。中国の生産子会社にとっ
子
完
て、
成品の付加価値部分の増値税の還付が早くでき、キャッシュフローを改善すること
ができた。一方、アメリカのA社にとって、アメリカの在庫管理費用は中国の保税物流
園区の在庫管理費用より高いため、在庫管理費用を削減することができる。結果とし
て保税物流園区を経由することで、トータル物流コストを削減することができる。 
国内調達 
中国販
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一部の増値税が
還付される 
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国内調達 
ア メ リ
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完成品の搬入 原 材 料 の
増 値 税 還
完成品の付加価値部分の増値税還付 
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 第 3 節 保税物流園区を活用する事例２ 
中国で改革開放政策が実施されてから、多くの外資企業は中国に進出した。その中、
中国は労働人口が多く、賃金も安いため、多くの国際製造業の企業は中国で製造工場
を
貿易では生産された完成品また半完成品は海外にすべて輸
出
保
図３－６ 
作った。生産効率の向上を求めるため、企業は製品の各部をそれぞれの専門製造工
場に委託し、生産する。 
「深加工結転」とは中国国内にある委託加工企業間で行われる半完成品の保税取引
のことである。本来、加工
しなければならない。ところが実際には企業が輸入した原材料、資材を半完成品に
加工後、すぐに輸出せず、中国国内でほかの企業に保税で転売し、その企業が再加工
または組み立てを行った後、完成品として輸出するケースは少なくない。つまり、保
税で材料等を輸入し加工して、一次加工企業から二次加工企業を通して輸出する。 
深加工結転は税関に「輸出入取引」と解釈される一方、税務局に「国内取引」と解
釈されるという解釈の相違が出てくる。このため、一次加工企業が原材料を外国から
税で輸入することができるが、一次加工企業から半完成品を移転する際に、二次加
工企業に対して増値税は政府に徴収される。完成品を輸出する際に徴収された増値税
の一部分が還付されるが、還付されるまでかなりの時間がかかる（図３－６）。従って、
どのようにキャッシュフローを改善するのかが二次加工企業にとって、重要な課題と
なった。 
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保税物流園区が出現する前に、多くの外資企業は「香港一日遊」という方式を通じ
て、増値税の徴収を回避する。「香港一日遊」とは中国における多くの外資系企業が加
工
政府に課される。もし一
次
図３－７ 
                                                 
貿易を行う際に、製品を一般貿易の方式でいったん香港などの海外へ輸出し、その
後また加工貿易の方式で中国へ輸入するということである。 
香港は自由港33として、輸出入品、港内の取引に対して、関税と増値税を徴収しな
いが、ただ企業が獲得した利潤に対して16.5%の所得税が香港
加工企業は半完成品を香港に輸出し、その後、二次加工企業はこの半完成品を再び
香港から輸入すれば、加工貿易の来料加工34また進料加工35の名義で、関税の保税、増
値税の免税を税関に申請することができる（図３－７）。企業がすべきなのは香港で会
社を登記することである。香港は中国の内陸と近く、会社の登記手続きも便利である。
従って、企業は税金を回避するため、香港一日遊を行ってきた。 
 
 
 
 
 
33外国貨物に関税を課することなく、輸出入または加工の自由を認めている港のこと。代表的
な自由港には香港がある。日本には自由港はない。 
34外国企業が原材料、部品、製造設備などを無償で中国企業に提供し、中国側が外国側の指示
する品質、規格、包装などに合致した製品に仕上げた後、外国側に引き渡し、外国側は加工賃
を支払う方式。 
35基本は来料加工と同じ。異なる点は原材料、部品等は有償で提供される。 
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 香港一日遊を通じて、多くの貨物は香港に輸出され、そのまま、また中国の大陸に
輸入される。もし企業が香港一日遊を利用し、税金の面で得られる利益が輸送にかか
るコストより多ければ、このやり方は企業に収益をもたらすはずである。しかも、運
送産業の繁栄も促進される。しかし、輸送にかかる時間とコストが企業にとって負担
となっている。 
保税物流園区が出現してから、多くの企業は香港一日遊を利用しなくなり、保税物
流園区を利用し始めた。保税物流園区の一番大きな特徴は貨物を搬入しただけで輸出
と
図３－８ 
見なされ、貨物を搬出しただけで輸入と見なされるため、税法上海外とみなされる
ということである。この特徴をよく利用し、税金の面で企業にとって大きなメリット
が得られる。一次加工企業は加工した半完成品を園区内へ搬入し、二次加工企業はこ
の半完成品を搬出し、輸入と見なされ、加工貿易の名義で、関税の保税、増値税の免
税を税関に申請することができ、キャッシュフローが改善される（図３－８）。従って、
企業にとって、保税物流園区は香港一日遊と比べ、代替機能としての効果を得ること
ができる。しかも、輸送と時間のコストを節約することもできる。 
 
 
 
 
保税輸入 原材料 輸出 二次加工会社 輸出 完成品
税 関 
香港
保税輸入一次加工企業
 
増値税が徴収されない
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第 4 章 保税物流園区に対する評価及び展望 
 
1 節 保税物流園区に対する評価 
 本節では企業と政府の各自の視点からどのように保税物流園区を評価するのか、保
メリット 
 増 にとって、一番大きなメリットであると思う。従来、企業
保 立されているため、国際調達の面から見れば、企業
に
の一つの大きな特徴である。従来、港ではコンテナを
開
従 でそれぞれの通関手続きが必要だったが、保税物流園
区
第
税物流園区に存在する問題点は何なのかを検討してみたいと思う。 
1. 企業からみた保税物流園区 
（１）企業からみた保税物流園区の
① 増値税の即時還付 
値税の即時還付は企業
は増値税の発生を回避するため、貨物をいったん香港に輸出し、再び輸入するという
「香港一日遊」の方式を行った。保税物流園区を利用すれば、貨物が区内に搬入され
た時点で輸出とみなされるため､直ちに増値税の還付が受けられる｡これにより、輸送
コストと時間を節約することができる。一方、一般の保税区では、国内の他地域から
保税区に搬入された貨物については、実際に貨物が海外に輸出されるまでは輸出増値
税の還付を受けることができない。保税物流園区を利用すれば、貨物を区内に搬入す
る時点で、増値税を還付することができる。 
② 物流拠点としての便利さ 
税物流園区は港湾の近くに設
とって非常に便利である。 
「区港連動」は保税物流園区
けることはできず、保税倉庫に搬入した後コンテナを開けることが可能になったが、
物流園区内にコンテナを開けることが可能であり、同区内での積み替えも可能である。
これは中継貿易において利便性を向上させる。 
③ 税関手続きの便利さ 
来は、保税税関と港湾税関
において通関手続きが一回で両税関手続きを完了させることが可能となる。 
（２）企業からみた保税物流園区の問題点 
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① 搬入時、搬出時の HS コードの統一 
物 物コード）と搬出した時のHSコードは原
則
輸 ていることから、搬出時の価格は搬入時の方が
高
 保 貸借料は保税区の約３倍～４倍である。この高い貸
. 政府からみた保税物流園区 
区は中国の現代物流を促進した一方、多くの問題
還付の滞ること 
％が中央政府に負担され、地方政府は２５％の還付
取引拠点としての不安定性 
の大きなメリットは保税物流園区へ
流園区へ搬入した時のHSコード（貿易貨
一致している必要がある。貨物についてのHSコードの該当番号を発地と着地の税関
が決めることになっている。保税物流園区では簡単な加工以外は認められていないた
め、搬出入の貨物は同じ物でなければならなく、加工を行う場合にもHSコードの変更
もできない。つまり、搬出入時のHSコード番号は同じでなければならない。しかしな
がら、品番が細かくなると税関担当者レベルでの主観で決まってくることもあるため、
かならずしも発地と着地の税関で決めるHSコードが同じではない。そうなると、搬入
した貨物は搬出することができず園区内に貨物が滞留してしまうことがある。 
② 搬入時、搬出時の価格差  
出、輸入について売買行為が伴っ
くなることが原則である。搬出と搬入の事業者が異なる場合、搬出者は搬入時の価
格を知っておく必要がある。ただし、搬入事業者はその原価をなかなか明示したがら
ないといった状況も生じてきている。 
③ 貸借料が高い 
税区と比べ、保税物流園区の
借料は物流業者と荷主企業双方にとって負担となる。 
 
2
 中国政府からみると、保税物流園
も発生した。 
（１） 増値税
 中国では増値税の還付額の７５
額を負担している。中央政府の場合は増値税還付の書類を提出してから、２，３日以
内に増値税を還付することができる。しかし、地方政府の場合は、政府の財政状態に
より、増値税還付の時期が違う。上海、深センなどの財源が十分である地方政府は増
値税の早期還付ができるが、財政状況に苦しい地方政府が企業に増値税を即時還付は
困難となっている。 
（２） みなし輸出入
 現在の段階では、企業にとって、保税物流園区
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の進出は輸出入に見られている。ただ、香港一日遊を代替し、輸出して、再輸入拠点
としての機能は税関上に明らかに規定されていない。また、保税物流園区と類似して
いる機能を持つ保税区、輸出加工区、保税物流センターなどの地域での通関や増値税
還付システムの整備が進められれば、保税物流園区がもつ増値税の即時還付の優位性
は低下になる可能性がある。もし今後制度が政府に見直されれば、このメリットがだ
んだん消える可能性もある。  
（３） 園区の入居率が低い 
 企業にとって、保税物流園区の大きなメリットは香港一日遊を代替し、増値税の回
してきたため、従来の大量生産、大量流通によって、
作業終了するまで料金の確定がで
効率はまだ低下している 
ていないため、効率はまた低い。保税地域
2 節 保税物流園区今後の展望 
保税区の政策的優勢と港の地理的優勢を十分に発揮し、国際的物流企業を誘致し、
避また即時還付ができるということである。深センなどにおける保税物流園区は香港
に近接し、政策上からみれば、香港一日遊という方式より優れているとはいえないた
め、香港一日遊を代替することができない。 
（４） 法規の整備が不十分 
 現在、物流は現代物流に転換
物流コストを削減する方法はもう諦められた。現在は多頻度小口単位の発注形態へ転
換し、在庫量を削減することにより、物流コストとキャシュフローの改善を図る。し
かし、現在の物流貿易方式に対応する物流管理法はまたできていない状況である。 
（５） 明確な料金体系がまた構築されていない 
 料金の面でいろいろな不透明な項目が多いため、
きない場合が少なくない。また、各園区によって、料金に関する細則は違うため、不
透明な部分は多い。そのため、スムーズな通関ルールが構築されていないという問題
も発生する。 
（６） 税関の
 税関の管理方式はまた明らかに確立され
に属しても保税区、輸出加工区、保税物流園区などの保税施設の使用目的によって税
関の管理ルールは違い、複雑である。また、港と区の間の順調な管理機能はまた完全
に整備されていない。 
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最終的には世界に通用する自由貿易区を育成するために、保税物流園区は設置された。
保税物流園区が設置された以来、確かに国際的物流企業が誘致され、倉庫、コンテナ
ヤードなどの物流設備が建設され、中国の物流産業の発展が促進された。 
国内の貨物が保税物流園区に搬入された時点、輸出とみなされ、増値税の還付が可
能になることが保税区と比べ、保税物流園区の一番大きな強みだと思う。企業にとっ
て、現在園区の付加価値が最も高いサービスはみなし輸出入取引である。現在、天津
と大連の園区では、みなし輸出入取引の比率は８，９割以上を占めている。しかし、
本来考えられていた国際トランシップ、国際配送、国際購買と国際中継貿易の四つの
機能が十分に機能しているとはいえない。園区の入居企業は主に輸送系の企業であり、
みなし輸出入取引以外の業務は付加価値が低いものが中心である。（表１） 
図表４－１ 保税物流園区の機能 
本来考えられていた機能 実際に主に使用されている機  能
１．物流機能（国際トランシップ、国際
配送、国際購買、国際中継貿易） 
２．港区連動 
みなし輸出入取引 
 
 保税港区は港と区の一体化であり、保税物流園区と輸出加工区の機能を併せ、増値
付と区内で加工ができることが企業にとって非常に大きなメリットである
と思う。現在上海保税港区、天津保税港区、大連保税港区などの 13 箇所の保税港区が
それぞれ稼動した。一方、保税物流園区内に加工ができない。そのため、保税物流園
区と保税港区、総合保税保税区の間の競争が激しくなっている。将来的には保税物流
園区の利用が少なくなり、中国の保税物流の発展中に過渡的なものになり、淘汰され
る可能性があると思う。 
 しかも、保税物流園区の本来想定された役割を十分に果たしていないため、将来政
府により制度が見直され、企業に多く利用される増値税の即時還付のメリットを享受
できなくなる可能性があると思う。保税区、保税物流園区、保税港区などの保税地域
に対する政策はどのように変わるかがまた不明の部分が多く、企業にとって不透明の
リスクが大きいという問題がある。 
 
 
税の即時還
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第5章 中国物流産業における問題点及び発展に
対する展望 
 
第 1 節 中国物流産業における問題点 
中国の物流産業は本格的に発展し始まるのは１９９０年代以来からである。発展の
スピードは遅いとは言えないが、全体からみると、以下の問題が存在していると思う。 
1. 企業の物流に対する認識と知識の欠如 
物流に対する研究は 80 年代から始まり、学術研究と行政部門は比較的に理解と認識
が進んでいるが、中国の企業では計画経済体制の影響を受け続けたため、物流の重要
性に対する認識はあまり進んでこなかった。コストが高いうえ、在庫管理や安全対策
などは十分でなく、包装の欠陥などによる破損、また誤配の発生で年間大きな損失が
出ていた。 
2. 専門の物流人材の不足 
最近大学、企業で物流分野の人材育成が重視されてきたが、全体的に見れば、物流
人材不足の問題はまた厳しく存在している。特に中国の中部、西部などの不発達地域
ある。人材の欠乏が物流産業全体の立ち遅れと無
秩
備も不十分で、地方保護主義と人治が台頭している。
とが、企業にとって大きなコストになる。 
で物流人材不足の問題は特に厳重で
序な競争を生んでいる重要な要素となっていると思う。企業においては人材不足の
ため、物流効率の低下、作業者の知識不足、物流センターの低稼動率などを招き、そ
れが原因となって、企業の物流コストが高くなっている。その結果、企業の競争力は
低くなっているわけである。 
3. 政府の体制の不完備 
政府に関しては、融資制度・人材使用制度・市場参入・社会保障などの面で制度の
整備はまた不完全である。法整
制度は頻繁に変わっているこ
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4. 物流技術標準化の問題 
（１）全体的に遅れをとっている。製造業と比べ物流分野での標準化の進展はかなり
遅れている。 
（ 準化の運営はまた計画経済体制の影響を受け、進行している。２）ある地域で物流標
標準化の管理・作成・配布は従来計画経済の関連部門・地域に基づき実行されてお
り、各部門・地域別での協調が進まず、矛盾する問題がたくさん存在している。 
（  ３）現在、中国物流企業の間で、電子データ交換システム（EDI：Electronic Data
Interchange）が整備されていないため、物流効率における大きな障害となっている。 
 顧客に対するサービス精神の欠乏 5.
物流産業はサービス業に属するため、サービスの意識、品質は物流企業の存在にと
って肝心なことであると言える。中国では顧客に対するサービスの意識は近年だんだ
ん高まるようになっているが、全体的にみると、設備投資よりも人海戦術が主流であ
るため、物流サービスの品質はまた低い。 
6. 不健全な競争 
中国の物流市場では、不健全な競争が行われ、小規模物流事業者は中国物流市場を
混
未整備 
加速化しているが需要の増大に追いついていない。例
え
現在、中国における物流の最大の問題点は物流効率の低さに起因する物流の高コ
乱させている。具体的には小さな企業や無免許、不法経営を行っている物流企業が
受注額を極端に下げることにより、全体の物流サービスの価格を押し下げている。正
規の企業がこれら企業と競争し、経営に重大な影響を及ぼし、物流産業の全体の収益
率が低い結果となっている。また、これら不当な物流企業によって低品質なサービス
の改善ができなく、また、詐欺的な行為がユーザーの貨物の安全を脅しているケース
も多く見られる。 
7. 物流インフラの
近年、物流インフラの整備が
ば航空輸送では、主要都市間では航空路線が増えてはいるものの、大部分はまだ部
分的である。また、旅客輸送が貨物輸送よりも優先されている。最も広範囲に渡って
いる輸送インフラは鉄道であり、バルク輸送の９０％以上に使われている。トラック
は完成品の主要な輸送手段だが、全国的なネットワークがない。全国規模の高速道路
の通行料金が全体の輸送コストの２０％を超えるという問題もある。 
8. 物流コストの高さ 
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ストであると思う。アメリカなど物流先進国のGDPに占める物流コストの割合が約
10
産業に対する展望 
1. 中国の物流業者に対する展望 
２００４年１２月中国はWTO加盟した以降、物流市場の各事業分野を全面的に開放
物流企業は中国の物流市場に進出し、市場競争
は
中国のGDPに占める物流費が、アメリカ、ヨーロッパ、日本に比べて非常に高いた
 
は先進的な管理ノウハウ、豊富な資金、技術及び全
世
近年、中国政府が、港湾施設、鉄道、高速道路、空港などのインフラ投資を盛ん
れていることも急速な物流産業の発展の要因になってい
る
％なのに対し、中国では2008年の物流コストの割合は18.1％にも達する。これは
管理ノウハウが構築されていなく、専門の物流人材が不足していることが大きな原
因であると思う。 
 
第 2 節 中国物流
している。これにより、多くの外資系
厳しくなり、中国国内の物流企業に対して大きな衝撃を与え、今後は国内の一部の
物流企業は淘汰され、一部の物流企業は外資系物流企業と提携し、共同に中国の物流
市場に存在しているはずであると思う。また、外資系物流企業の進出により人材に関
する争奪も激化すると考えられる。外資系企業は高い賃金等の手段によって国内物流
企業から高素質の人材を誘うはずである。 
 
2. 物流コストの引き下げ 
め、物流が非効率だと言える。
今後、中国政府は物流インフラ整備や輸送効率の向上に力を入れていくことは間違
いない。しかも、外資系物流企業
界とのネットワークをもって中国の物流市場に参入し、厳しい競争の中で、物流業
界全体のサービスの質、信用度の向上が図られるとともに、価格競争も進み、割高と
いわれている物流コストの引き下げも期待される。 
 
3. 物流インフラの整備 
に行い、設備の充実が図ら
。世界金融危機に対応するため中国政府が実行中の4兆元の経済対策では鉄道・
道路等の物流インフラへの公共投資が目玉のひとつとなっており、物流インフラの
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整備が一段と進むとみられている。 
今後、中国の急速な経済成長に伴い、貨物取扱量も急速に増加しているため、中
国政府の物流インフラに対する投資も増加され、インフラがもっと整備されると思
う
概念の転換 
国の社会総費用の中で物流の占める比率は非常に大きく（18%）、日米（８～
ある。更なる経済発展のため、物流の効率化が益々
重
００６年の中国工業物流総額は２５．１％伸び、全国社会物流総額の８６．７％
展と深く関わりがある。  
 
物流の効率は、
                                                 
。 
 
4. 物流
中
９％）と比べ、依然大きな格差が
要になる。このため、中国においては近年「現代物流」という概念が主流となっ
てきている。即ち、「現代物流の管理技術を広め、企業内部の物流の社会化を促進
し、企業の物資購買、生産組織、製品販売とリサイクルのシステム化のオペレーシ
ョンを実現する。専門的な物流企業を育成し、３ＰＬを積極的に発展させる。物流
の標準化体系を作り上げ、物流の新しい技術の開発を強化し、物流の情報化を推進
する。物流インフラの整合性を強化し、大型の物流ハブを建設し、区域性の物流セ
ンターを発展させる」36とされている。 
 
5. 製造業と物流業の連携の深化  
２
を占める。物流業の発展は製造業の発
ある調査によると、原材料から完成品まで費やす製造の時間は１０％、残りの９
０％以上は、倉庫、運搬、包装、配送などの物流に係る時間である。
直接製造企業の効率と利益に関係する。そのため、今後も製造業は、物流部門のア
ウトソーシング化を加速化させ、プロセス効率化、コストダウン、スピードとサー
ビスレベルを向上させ、企業の競争力を高め、物流企業との連携が重視されていく
と思う。  
 
 
 
 
36 出所：岩見 辰 彦 「２０１０年までの中国に於ける物流動向を占う」 
『ロジスティクス・レビュー』2007 年 3 月 20 日 
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終わりに 
域の一つの形態、中国の保税物流園区を中心に考察した。保
税物流園区は中国の物流産業に属するため、本論文はまず全体的に中国物流産業の発
展
の発展に対して意見を出した。ただし、中
国
くの企業は増値税が即時還付されるため保税物流園区を利用している。こ
れ
本論文は中国の保税地
の歴史及び状況について考察し、最後の章には中国の物流産業における問題点を指
摘し、将来の発展についても展望した。 
本論文の中心は保税物流園区に関する研究である。まずは日本と中国の保税地域を
考察し、相違点を指摘し、中国の保税地域
の保税地域の種類が多く、各種類の保税地域の特徴と規則も違い、それぞれに対し
て意見を出すのは難しいと思い、全体的に発展方向について意見を出した。また、保
税物流園区を全面的に紹介し、企業はどのように保税物流園区を利用するのかを検討
し、保税地域の発展において存在する問題点を指摘し、将来の発展方向についても展
望した。 
中国の物流産業の発展の過程で、保税物流園区は確かに物流産業の発展を促進した
が、現在多
は政府が想定した物流機能（国際トランシップ、国際配送、国際購買、国際中継貿
易）と比べ、保税物流園区が不十分に利用され、園区の機能がまた不十分に発揮され
たと思う。長期的に見れば、中国政府はこの状況を改善するために、将来は制度が見
直され、企業に多く利用される増値税の即時還付のメリットを享受できなくなる可能
性があると思う。また、保税物流園区は総合保税区に進化し、中国の保税物流の発展
中に過渡的なものになり、淘汰される可能性もあると思う。この点は今後の研究課題
として残されていると思う。 
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添付資料１ 
「わが国現代物流発展に関する若干意見」 
（１） 中国物流発展の目標 
優れた物流管理技術お ルまで多元的な物
す。 
し、３ＰＬの発展による物流サービスの質的向上
業種独占を排除し、不当な行政干渉を排除するとともに競争システムを
とで大都市、交通要所および物流の集散地での大型物流施設計画を立て、
すべきである。 
マニュアル化の推進で物流サービスの
されている技術及びサービス基準を活用し、国内物流サービスの基
 
自国の 経験と合わせ、業種間の連携より物流の発展を推進する。 
よび装備を積極的に導入し、国から地方レベ
流ネットワークの構築を目指
（２） 物流サービス市場の育成 
自社物流を業務物流への転換を促進
を期する。 
（３） 物流発展するためのマクロ環境の整備 
地域独占及び
導入する。 
（４） 物流インフラの整備 
総合計画のも
ソフトとハードの総合も重視
（５） 情報技術の取り入れおよび技術革新・標準化の樹立 
優れた技術の導入および標準化、シリーズ化、
向上を目指す。 
（６） 対外開放のテンポを速め、海外の経験を取り入れよう 
すでに海外で実用
準を樹立する。 
（７） 人材育成及び産学研の一体化多様な方式の導入による各レベルでの物流人材を
育成する。
（８） 物流研究レベルの高度化 
現状と海外の
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添付資料２ 
「わが国現代物流業発展の促進に関する若干の意見」 
「わが国現代物流業発展の促進に関する若干の意見」は、１）物流業発展のための環
境づくり、２）物流業の発展を促進する効果的な施策の検討、３）技術レベルにおけ
る物流業への支援、４）物流政策における行政組織の統合という４つの視点から、よ
り具体的に中国物流が進むべき今後の方向を指示している。その趣旨・内容は次の通
りである。 
（１） 物流業発展のための環境づくり 
① 行政管理方式を改善し、企業の新規参入および運営に関する一部の審査手続きを
省略する。 
② 税収管理を一元化し、無秩序な費用徴収を取り締まる。 
（２） 物流業の発展を促進する効果的な施策の検討 
① 荷主自家物流のアウトソーシングを奨励する。 
② 物流事業者同士の M&A による規模拡大を支援する。 
③ 物流事業者の専門化を支援する。 
④ 優良物流事業者の資本調達のサポートを重点的に支援する 
⑤ 外国資本・技術の導入を支援する。 
⑥ 国有の大型・中型企業物流部門の独立を支援する。 
⑦ 通関手続きを簡素化する。 
⑧ 都市内物流の円滑化に取り組む。 
（３） 技術レベルにおける物流業への支援 
① 物流スタンダードの体系化および標準化を促進する。 
② 物流専用車両および設備の使用を推奨する。 
③ 物流情報レベルを向上させる。 
④ 資格制度の創設による物流人材育成を支援する。 
（４） 物流政策における行政組織の統合 
① 物流関連行政部門の協力体制を構築する。 
なお、上記「2)物流業の発展を促進する効果的な施策の検討」の中に、国内物流レ
ベルの向上を図るための「⑤外国資本・技術の導入を支援する。」が明記され、「外資
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系物流事業者」の導入を積極化する方向に転換した。 
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